
（平成２１年１１月１８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 34 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 22 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 34 件

国民年金関係 15 件

厚生年金関係 19 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

埼玉国民年金 事案 2529 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年１月から同年３月までの期間及び 62 年３月の国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49 年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 62 年３月 

    申立期間①当時は、送られてきた納付書により、仕事先の近くの銀行

などで国民年金保険料を自分で納めていた。申立期間②の保険料は、妻

が夫婦二人分の保険料を一緒に納めていた。妻によると、納付書で当時

のＡ金庫Ｂ支店かＣ郵便局で納めていると思うとのことである。申立期

間について、未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続を行った昭和 48 年度以降は申立期間を

除き未納期間は無く、申立人の納付意識は高かったと考えられる。 

また、申立人は、申立期間①及び②の前後の期間の国民年金保険料を

現年度納付していることが社会保険庁の記録により確認できること、申

立期間①及び②の前後を通じて住所や職業に変更はなく、生活状況に大

きな変化がみられないことから、３か月及び１か月と短期間である申立

期間①及び②の国民年金保険料を納付していたと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2530 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年 10 月及び 62 年３月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55 年 10 月 

             ② 昭和 62 年３月 

    結婚後は、私が夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納めていた。申

立期間①については、厚生年金保険に加入するため、自分でＡ市役所へ

国民年金を辞める手続に行き、そこで保険料を納付していると思う。申

立期間②は、送られてきた納付書で、当時のＢ金庫Ｃ支店かＤ郵便局で

保険料を納めていると思う。申立期間について、未納となっていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、厚生年金保険加入のため、Ａ市役所

で国民年金被保険者の資格喪失手続をしたとしているところ、Ａ市の

国民年金被保険者名簿及び社会保険庁の記録により、国民年金被保険

者資格の喪失手続が申立期間の保険料の現年度納付が可能な昭和 56 年

２月ころに行われたことが確認できることから、資格喪失手続時に申

立期間①の国民年金保険料を市役所で納付したとする申立内容に不自

然さはみられない。 

    また、申立期間①は１か月と短期間である。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、申立期間②の前後の期間の国民年金

保険料を現年度納付していることが社会保険庁の記録により確認でき、

申立期間②の前後を通じて住所やその夫の職業に変更はなく、生活状

況に大きな変化がみられないことから、１か月と短期間である申立期



 

  

間②の国民年金保険料を納付できない特段の事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2533 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年 12 月及び 47 年４月から 48 年 12 月までの期間の国

民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付

記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏 名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

  住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年 12 月 

           ② 昭和 47 年４月から 48 年 12 月まで 

亡き父が国民年金加入手続をしてくれ、国民年金保険料の納付につ

いても父がしてくれていた。私の所持する領収証書及び社会保険事務

所の調査により、申立期間前後の記録が未納から納付済みに訂正され

たこともあり、申立期間についても父の性格から考えると保険料を納

付していたはずである。 

申立期間について国民年金保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その父が国民年金加入手続及び保険料の納付を行ってくれ

たとしているところ、その父は５年年金に加入し保険料を納付済みであ

り、その母も 60 歳まで保険料を完納しており、申立人家族の納付意識は

高かったと考えられる。 

また、申立期間①直後の昭和 47 年１月から同年３月までの期間、申立

期間②直後の 49 年１月から同年３月までの期間及び 58 年４月から 59 年

３月までの期間について、Ａ市の被保険者名簿により納付済みの記録が

確認できたことなどにより未納から納付済みに記録訂正されている上、

申立人の国民年金被保険者資格の種別変更の記録についてもＡ市の記録

と社会保険事務所の記録とが異なっていたために記録訂正されており、

申立人の記録管理に度重なる行政側の不備が認められることから、申立

期間①及び②についても何らかの事務過誤により納付済みであったもの



 

  

が未納とされた可能性も否定できない。 

さらに、申立期間①は１か月と短期間であり、申立期間②は 21 か月と

比較的短期間である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2534 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年３月、54 年１月から同年３月までの期間及び 59 年

４月から 60 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏 名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

  住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年３月 

           ② 昭和 54 年１月から同年３月まで 

           ③ 昭和 59 年４月から 60 年３月まで 

20 歳になったのを契機に、母親に勧められ国民年金に加入した。以

来、厚生年金保険に加入するまで国民年金保険料を納付しており、納

付し忘れた場合には、間が空かないように後日納付書を作成してもら

い、保険料を納付していた。 

申立期間について国民年金保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳のときに国民年金に加入し、平成２年４月に厚生年金

保険に加入するまでは国民年金保険料を納付し、納付し忘れた場合には、

納付書を作成してもらい、過年度納付したとしているところ、昭和 53 年

１月から同年３月までの期間及び 58 年２月から同年３月までの期間につ

いては、それぞれ過年度納付されており、申立内容に信 憑
ぴょう

性が認められ

る。 

また、申立期間①、②及び③の各申立期間前後の国民年金保険料は現年

度納付済みであること、申立期間①は１か月、申立期間②は３か月及び申

立期間③は 12 か月と短期間であること、並びに各申立期間当時、職業、

住所など生活状況に大きな変化はないことから、各申立期間について保険

料を納付できなかった特段の事情は見受けられず、各申立期間のみ納付し

なかったとするのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2536 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年 10 月から 49 年９月までの期間

及び 50 年３月から 52 年１月までの期間の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年 10 月から 49 年９月まで 

             ② 昭和 50 年３月から 53 年３月まで 

             ③ 昭和 54 年４月から 55 年３月まで 

    私は、昭和 54 年にＡ地に転居してからテレビ等で国民年金保険料を

納付していないと将来年金がもらえないが、今ならさかのぼって保険料

を納付することができると聞き、Ｂ町役場の窓口で６年間分の保険料と

して約 30 万円を現金で支払ったと記憶している。役場の窓口で中年の

女性に支払った記憶があるので、申立期間が未納となっていることに納

得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ｂ町に転居してからテレビ等の報道で国民年金保険料を納付

していないと将来年金が受給できないが、今ならさかのぼって保険料を納

付できると聞き、昭和 55 年３月ころ、Ｂ町役場の窓口で約 30 万円を納付

したと主張しているところ、申立期間のうち、制度上特例納付できない任

意加入期間となっている 52 年２月から 55 年３月までの期間を除いた 45

年 10 月から 49 年９月までの期間及び 50 年３月から 52 年１月までの期間

について特例納付した場合には、特例納付保険料は 28 万 4,000 円となり、

申立人が主張する額におおむね一致する。 

また、口頭意見陳述においても、特例納付保険料の工面などについて預

金通帳等により具体的に申し立てていることから、申立人の主張に信 憑
ぴょう

性が認められる。 



 

  

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 45 年 10 月から 49 年９月までの期間及び 50 年３月から 52 年１月ま

での期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 2537 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年８月から 56 年９月までの期間及び平成２年 11 月の

国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納

付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53 年８月から 56 年９月まで 

             ② 平成２年 11 月 

    私は、結婚してＡ国に渡ったので、母が国民年金の加入手続と申立期

間①の国民年金保険料を納付してくれた。また、申立期間②の保険料は、

夫が平成２年 11 月ころは無職であったため、国民年金保険料を納付す

ることができなかったが、後日、まとめて納付したことを覚えている。

今回、年金問題で申立期間①及び②が未納となっていることが分かった。

保険料は、母と私が納付したので、申立期間が未納となっていることに

納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、結婚してＡ国に行ったので、国民年

金の加入手続及び国民年金保険料の納付も申立人の母がし、その母が保

険料を納付したことを示すメモを見たことがあるとしているところ、申

立人の国民年金手帳記号番号は、同人が出国した昭和 55 年７月 30 日の

前月の同年６月に払い出されており、申立人が出国する前に申立人の母

が加入手続を行ったと推認できること、当該時点で 53 年８月から 55 年

３月までの期間は過年度納付できる期間であり、55 年４月から 56 年９

月までの期間は現年度納付できる期間であること、申立人が外国で居住

していた期間のうち、56 年 10 月から 61 年３月までの期間の保険料が

納付されていることが社会保険庁の記録から確認できることから、申立

人の母が納付したとする申立人の主張に信 憑
ぴょう

性が認められる。 

また、Ｂ市の被保険者名簿の記録では昭和 56 年 10 月以降が納付済み



 

  

となっているものの、同市の国民年金被保険者記録票では、56 年４月

から同年９月までの期間が納付済みで同年 10 月から 57 年３月までの期

間が未納になっており、社会保険庁の記録では 56 年４月から同年９月

までの期間は未納で、同年 10 月から 57 年３月までの期間が納付済みと

なっていること、及びＢ市の被保険者名簿では、56 年 10 月から 59 年

３月までの期間の保険料の納付記録欄に過年度納付の「過」のスタンプ

が１期ごとに押されており、過年度納付により納付したことになってい

るが、社会保険庁の記録では現年度納付になっていることから、行政機

関側の記録管理に齟齬
そ ご

が見られる。 

さらに、過年度納付について、昭和 56 年 10 月から 59 年３月までの

２年６か月と時効期間を超えて納付されていることから、複数回にわた

って国民年金保険料を過年度納付されたと推認でき、国民年金手帳払出

後の期間についても過年度納付により納付した可能性は否定できない。 

   

  ２ 申立期間②について、申立人は、申立期間②後の平成２年 12 月から

３年３月までの国民年金保険料を過年度納付しており、過年度納付月の

前月の１月分のみを納付していないとするのは不自然である上、申立期

間②は１か月間と短期間である。 

 

  ３ 申立人の国民年金保険料について、申立期間以外に未納は無く、厚生

年金保険から国民年金への切替手続も適切に行っている。 

 

  ４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 

   



 

  

埼玉国民年金 事案 2538 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年４月から 45 年３月までの期間及

び 48 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年２月から 45 年３月まで 

             ② 昭和 48 年１月から同年３月まで 

    私は、両親に勧められ国民年金に加入した。国民年金保険料は、Ａ区

役所から納付書が送達されたので、同区役所の出張所、Ｂ銀行Ｃ支店及

び郵便局で納付した。申立期間が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、40 年以上も前のことで国民年金保

険料の額は覚えていないが、Ａ区役所Ｄ出張所に行き保険料をまとめて

納付した記憶があるとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 45 年４月から同年６月までの間に払い出されており、申立人

が所持している国民年金手帳は 45 年５月 23 日に発行されていることか

ら、同年５月ころに加入手続を行ったと推認でき、当該時点において、

43 年４月から 45 年３月までの保険料は過年度納付によりまとめて納付

できることから、申立人がまとめて納付したとする記憶に信 憑
ぴょう

性が認

められる。  

    しかし、国民年金手帳記号番号が発行された昭和 45 年５月 23 日時点

では、申立期間①のうち、40 年２月から 43 年３月までの期間は時効に

より納付できない。 

   

  ２ 申立期間②について、申立期間②を含む昭和 45 年４月から 60 歳にな

るまでの国民年金の加入期間 35 年間のうち、申立期間のみが未納とな



 

  

っているのは不自然であり、しかも申立期間②の前後は納付済みとなっ

ている上、申立期間②は３か月間と短期間である。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 43 年４月から 45 年３月までの期間及び 48 年１月から同年３

月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2539 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年 10 月から 55 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 53 年 10 月から 55 年３月まで 

    年金加入手続が住民票の移動を伴う転出入や結婚とほぼ同じ時期であ

ったことから、申立期間の国民年金保険料を納付したことははっきり覚

えている。実家のＡ市にいた時は、市役所の窓口で納付書に従い納付し、

結婚後、Ｂ区にいた時は、Ｃ出張所や郵便局で納付していた。申立期間

が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、昭和 53 年 10 月に会社退職後、Ａ市で国民年金に加入し、結

婚後の同年 12 月からは国民年金に任意加入し、転居の都度の住所変更や

結婚後の氏名変更手続、第３号被保険者から第１号被保険者への種別変更

手続も適切に行っている上、申立期間を除く国民年金加入期間については

保険料をすべて納付しており、国民年金制度に対する理解及び保険料の納

付意識は高いと考えられる。 

また、国民年金加入手続及び国民年金保険料納付が結婚前後の時期であ

ったことから、申立人は納付状況、納付場所等を明確に記憶しており、国

民年金加入当初から保険料が未納となっているのは不自然である。 

さらに、申立人の夫は結婚前から同じ会社に勤務しており、経済状況に

変化が無かったことを考えると、結婚後の申立期間の国民年金保険料を納

付できない特段の事情はうかがえない。 

さらに、申立期間は、18 か月と比較的短期間である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2542 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏     名 ： 女 

基 礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住     所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年１月から同年３月まで 

私は、Ａ県に住んでいたころ家事手伝いをしていたので、両親が国民

年金の加入手続や保険料の納付をしてくれた。昭和 43 年 10 月に結婚し

Ｂ市に転居してからは、自分で国民年金保険料を毎月きちんと納付して

きたので、申立期間が未納となっていることに納得できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金保険料を毎月きちんと納付してきたとしているとこ

ろ、申立人は 20 歳から 60 歳に到達するまで国民年金の被保険者となって

おり、申立期間の３か月間を除き、国民年金保険料をすべて納付している

ことから納付意識の高いことがうかがわれる。 

また、申立期間の前後は納付済みとなっており、申立人に３か月間と短

期間である申立期間について、納付できない特別な事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2543 

 

第１  委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年７月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料及び

59 年７月から平成元年 10 月までの期間の付加保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 26 年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年７月から同年 12 月まで 

                         ② 昭和 59 年７月から平成元年 10 月まで 

申立期間①については、父親が妻の分とともに国民年金保険料を納税

組合を通じて納付していた。申立期間②については、父親が農業者年金

を受給する要件として、私が農業者年金に加入する必要があったので、

昭和 59 年７月に同年金に加入したが、付加年金が強制加入であること

は知らなかった。時期は憶えていないが、Ａ市役所国民年金課から、処

理のミスで付加年金の収納を忘れていたという電話があり、出向いたと

ころ「今までの分を納付すれば良い」とのことだったので、後日郵送さ

れてきた納付書によりＢ農協Ｃ支店で納付した。申立期間の付加保険料

が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、国民年金保険料を同居の申立人の父

親が申立人の妻の分の保険料とともに納税組合を通じて納付したとして

いるところ、申立人の国民年金手帳記号番号から推定できる国民年金へ

の加入時期は、申立期間①中の昭和 47 年 10 月であり、申立期間①前後

の期間は保険料を納付している上、当時、同居していた申立人の父親及

び妻は、申立期間を含め保険料をすべて納付していることから、申立人

の申立期間①が未納になっているのは不自然である。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、その父親が農業者年金を受給する要

件として農業者年金に加入する必要があったので、昭和 59 年７月に同



 

  

年金に加入したが、その後、Ａ市役所国民年金課から、事務処理のミス

で付加保険料の収納を忘れていたという連絡があり、後日郵送されてき

た納付書により、Ｂ農協Ｃ支店で納付したとしているところ、農業者年

金加入者は必ず付加保険料を納付しなければならないことになっており、

申立人は、申立期間②当初の 59 年７月に農業者年金に加入し、申立期

間②の定額保険料を納付したことが確認できることから、申立期間②の

付加保険料のみ未納となっているのは不自然である。 

 また、申立人は、昭和 59 年７月の農業者年金加入以降、申立期間②

を除き定額保険料と付加保険料をすべて納付しており、保険料の納付意

欲が高いものと認められる。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 47 年７

月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料及び 59 年７月から平成元

年 10 月までの期間の付加保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2544 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 50 年４月から同年９月まで 

結婚していた姉達が国民年金に任意加入していたため、自分も国民年

金に加入したいと思い、昭和 48 年６月 19 日に国民年金に任意加入した。

夫の仕事の関係で何度か転居をしたが、その都度、住所変更届けを市役

所に提出し国民年金保険料を納付していたはずであり、未納とされてい

ることに納得がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、昭和 48 年６月に国民年金に任意加入した以後、申立期間を

除き、61 年４月に第３号被保険者となるまで、148 か月にわたり国民年金

保険料をすべて納付しており、また、申立人の夫の転勤により住所の移動

は多かったが、その都度、住所変更手続を適切に行っていることから、保

険料の納付意欲が高かったと考えられ、６か月と短期間の申立期間を未納

とするのは不自然である。 

 さらに、申立人の申立期間直後の昭和 50 年 10 月、同年 11 月及び 51 年

３月については、Ａ市（現在はＢ市）保管の申立人の被保険者名簿に保険

料の納付記録が確認されたため、社会保険庁の納付記録が平成 20 年 10 月

24 日に未納から納付済みに訂正された経緯があり、行政側の記録管理が適

切に行われていなかった可能性がうかがわれる。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 2549 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年１月から同年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、夫の保険料と一緒に納付したはずであ

り、私の保険料だけが未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間の国民年金保険料について、その夫の分と一緒に納

付したはずであると主張しているところ、申立人及びその夫の保険料の納

付日が確認できる昭和 59 年４月以降については、夫婦一緒に納付してい

たことが確認でき、かつ、申立期間の夫の保険料は納付済みである上、申

立人は、申立期間を除き保険料をすべて納付しており、申立期間のみ未納

となっているのは不自然である。 

 また、申立人の申立期間直前の昭和 48 年４月から同年 12 月までの保険

料が平成 20 年４月に至り未納から納付済みに記録訂正されており、行政

側の記録管理に誤りが認められる。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



埼玉厚生年金 事案 2051 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）Ｃ支店における資格喪失日

は、昭和 56 年１月１日であると認められることから、申立期間に係る厚生

年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、30 万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年 12 月 31 日から 56 年１月１日まで 

   社会保険事務所の記録では、Ａ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）Ｃ支

店における厚生年金保険被保険者資格喪失日が昭和 55 年 12 月 31 日と

なっているが、実際に同社同支店に勤務していたのは同日までであり、

56 年１月１日に同社Ｄ本店に転勤した。同社Ｃ支店での厚生年金保険被

保険者資格喪失日は同日であるべきである。39 年４月から平成 13 年３

月まで一貫して同社に勤務していたので、申立期間について厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

  （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された社員台帳及び雇用保険の被保険者記録により、申

立人がＡ株式会社に昭和 39年４月１日から死亡した平成 13年３月 18日ま

で継続して勤務していたことが確認できる。 

   また、同社が保管していた健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認

通知書で、事業主が申立人の同社Ｃ支店での資格喪失日を昭和 56 年１月１

日と届け出たことが確認できる上、事業主は申立人の厚生年金保険被保険

者期間に空白期間は無いと回答している。 

なお、事業主が同通知書において、申立人と一緒に届け出た社員３人の

厚生年金保険被保険者資格喪失日は、Ｅ社会保険事務所が保管していた被



保険者原票には、届出どおり昭和 56 年１月１日と記載されているが、申立

人の資格喪失日だけが、理由は定かではないが 55 年 12 月 31 日と記載され

ている。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 56 年１月１日に  

厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し行

ったことが認められることから、申立人の申立てに係る事業所における厚

生年金保険被保険者の資格喪失日は 56 年１月１日とすることが必要であ

る。 

なお、社会保険事務所の記録によると、申立期間の申立人の標準報酬月

額については、昭和 55 年 11 月が 30 万円であり、同社が保管していた健康

保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書にも申立人の同月額が 30

万円と記載されていることから、同額の 30 万円とすることが妥当である。 

 



埼玉厚生年金 事案 2052 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａにおける資格喪失日は昭和 48 年３月１日であると

認められることから、厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、６万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年２月 28 日から同年３月１日まで 

   昭和 42 年４月 20 日に株式会社Ｂに入社し 48 年 10 月 19 日に退職す

るまで、転勤はあったが一貫して同社に勤務していた。社会保険庁の記

録では、株式会社Ａから株式会社ＢのＣ店への転勤時に、厚生年金保険

の加入記録が１か月抜けている。記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   企業年金連合会が管理しているＢ厚生年金基金加入員台帳によると、申

立人の株式会社Ｂでの厚生年金基金の加入日は昭和 42 年４月 20 日、喪失

日は 48年 10月 20日と記録されており、途中に加入期間の空白期間は無い。 

また、同社が保管していた厚生年金基金加入員資格喪失届により、申立

人の株式会社Ａでの資格喪失日は昭和 48 年３月１日と記載されているこ

とが確認できる上、同社の社会保険事務担当者は、「申立期間当時、厚生年

金保険及び厚生年金基金への届出書は複写式の様式を使用していたと思

う」と供述している。 

さらに、申立期間当時に株式会社ＢのＣ店で社会保険事務を担当してい

た社員からも、｢株式会社Ａは昭和 48 年２月 28 日に閉鎖した。同店に勤務

していた従業員は、同年３月１日に株式会社ＢのＣ店に転勤した。この転

勤時に厚生年金保険の加入期間に空白期間ができるのは考えられない。当

時使用していた厚生年金保険の届出書は複写式であり、厚生年金基金、健

康保険組合、社会保険事務所に同一内容の届けを提出した。Ｄ社会保険事



務所が保管している事業所索引簿でＡの全喪日が同年２月 28 日になって

いることについては分からない｣と供述している。 

一方、株式会社Ｂの総務人事部に確認したところ、「株式会社Ａには約

20 人の社員が勤務していたが、Ｅ法の規制緩和により、株式会社ＢのＣ店

に統合された。昭和 48 年２月 28 日も営業していた」との回答があった。

このことから、社会保険庁の記録では、同日は適用事業所となっていない

が、株式会社Ａは当時の厚生年金保険法の定める適用事業所の要件を満た

していたものと判断できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 48 年３月１日に

株式会社Ａで厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事

務所に対し行ったことが認められることから、申立人の申立てに係る事業

所における厚生年金保険被保険者の資格喪失日を同日とすることが必要で

ある。 

   なお、昭和 48 年２月の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａに

おける同年１月の社会保険事務所の記録から、６万円とすることが妥当で

ある。 

 

 

 



埼玉厚生年金 事案 2054 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のう

ち、平成 11 年 10 月を 38 万円に、同年 11 月から 12 年３月までを 36 万円

に、同年４月から 13 年７月までを 20 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年４月１日から 15 年５月 31 日まで 

    株式会社Ａに平成４年４月１日から 15 年５月 31 日まで勤務している

が、この間の標準報酬月額の記録と、実際にもらった給与に見合う標準

報酬月額が違っている。９年１月から 13 年 12 月まで給与明細書を所持

しており、その他の申立期間についても確定申告書があるので調査して

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立人から提出された給与明細書において控除されている厚生年金保険

料により、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、平成 11 年 10 月は 38

万円、同年 11 月から 12 年３月までは 36 万円、同年４月から 13 年７月ま

では 20 万円であることが確認できる。 

一方、申立期間のうち、平成９年１月から 11 年９月までの期間及び 13

年８月から同年 12 月までの期間については、給与明細書における厚生年金



保険料控除額と、事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額に見合

う控除額が一致していることが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成４年 11 月から８年 12 月までの期間及び 14

年１月から同年 12 月までの期間については、申立人から提出された確定申

告書における社会保険料控除額と、事業主が社会保険事務所に届け出た標

準報酬月額に見合う控除額がほぼ一致していることが確認できる。 

さらに、申立期間のうち、平成４年１月から同年 10 月までの期間及び

15 年１月から同年４月までの期間については、「平成４年 10 月までは正規

の標準報酬月額を届け出ていた」との事業主の供述及び社会保険事務所の

記録から、申立人の主張する標準報酬月額とほぼ一致していることが確認

できる。 

以上のことから、申立人の標準報酬月額の記録については、平成 11 年

10 月は 38 万円、同年 11 月から 12 年３月までは 36 万円、同年４月から 13

年７月までは 20 万円とすることが必要である。その他の申立期間について

は記録を訂正する必要は認められない。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主が実際の給与より低い報酬月額を届け出たと供述していることから、

その結果、社会保険事務所は、当該期間の標準報酬月額に見合う保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 



埼玉厚生年金 事案 2055 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間②に係る標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬

月額であったと認められることから、申立期間②の標準報酬月額を平成６

年 11 月は 24 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 36 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 平成６年９月１日から同年 11 月１日まで 

             ② 平成６年 11 月１日から同年 11 月 16 日まで 

             ③ 平成６年 11 月 16 日から同年 12 月１日まで 

私は、平成６年９月１日から同年 11 月 30 日まで株式会社Ａに勤務し

ていたが、社会保険庁の記録では平成６年 11 月１日から同年同月 15 日

までが厚生年金保険被保険者期間となっている。また、当時の給与は 24

万円であり、厚生年金保険料は 24 万円の標準報酬月額で控除されていた

と思うが、社会保険庁の記録では当該期間が９万 2,000 円になっている

のは納得できない。被保険者期間と標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、社会保険庁の被保険者資格記録回答票（訂正・

取消済資格記録）では、申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険の標

準報酬月額は、当初、平成６年 11 月は 24 万円と記録されていたところ、

同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった７年６月 30 日以降の

同年７月６日付けで、申立人を含む 10 数人の標準報酬月額がさかのぼっ

て減額訂正されていることが確認でき、申立人の場合は、申立期間にお

ける標準報酬月額が９万 2,000 円に訂正されていることが確認できる。 

また、当該訂正処理日は、申立人が当該事業所を退職した８か月後で

あることから判断すると、社会保険事務所において、このような遡及
そきゅう

に

より記録を訂正するという処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立期間②の標準報酬月額に係る有効



な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間②に係る標準報

酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、平成６年 11

月は 24 万円に訂正することが必要と認められる。 

 

２ 一方、申立期間①について、申立人は平成６年９月１日から株式会社

Ａに勤務したと申し立てているが、社会保険庁の記録によると、同社が

厚生年金保険の適用事業所になったのは、同年 11 月１日であり、申立

期間①は適用事業所となっていない。 

また、申立人は、申立期間①に厚生年金保険料を給与から控除されて

いたかは不明と供述しており、照会した同僚 13 人も申立期間①におけ

る保険料控除については不明又は無かったと供述している。 

さらに、申立人は、申立期間①は仕事も無く、事務所設備も揃ってい

なかったと供述している上、同僚も当該会社の本格的な立ち上げは同年

10 月末ころであると供述していることを踏まえると、厚生年金保険料の

控除は無かったものと考えられる。 

加えて、申立期間①における雇用保険の記録は無く、厚生年金保険料

控除を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 

３ 申立期間③について、申立人は、申立てどおりの資格喪失日であるか

は確かではないと供述しているとともに、照会した同僚 13 人は、申立期

間③に勤務していたかは不明と供述していることから勤務実態は不明で

ある。 

また、申立人の申立期間③（平成６年 11 月分）に係る厚生年金保険料

の控除については、申立期間②（平成６年 11 月分）と同じ厚生年金保険

料控除対象月であり、同月の厚生年金保険被保険者期間としての記録が

あることから、仮に申立期間③を申立てどおりの記録に訂正したとして

も、厚生年金保険の加入月数は変わらない。 

さらに、申立期間③に係る社会保険庁の厚生年金保険の資格喪失日は、

事業主の届出に基づくものと推認されるとともに、申立期間③に係る厚

生年金保険料の控除について、申立人に明確な記憶が無く、これを確認

できる関連資料及び周辺事情も無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する



と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間③に係る厚生年金保

険料（申立期間②（平成６年 11 月分）の厚生年金保険料）を事業主によ

り給与から控除されていたと認められるものの、当該期間に申立事業所

に勤務していたものと認められないことから、申立期間③に係る記録の

訂正を認めることはできない。 



埼玉厚生年金 事案 2058  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標

準報酬月額を 28 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成６年 12 月１日から７年８月 31 日まで 

    私は申立期間当時、父親が経営する有限会社Ａで働いていたが、同社

では役員ではなく、１従業員として働き、経営の細部にはまったく関与

していなかった。私の申立期間の標準報酬月額は 28 万円だったが、平成

７年９月 20 日に６年 12 月から７年３月までは 15 万円に、同年４月から

同年８月までは９万 8,000 円に遡及
そきゅう

して訂正されている。当時、給料が

減額されたことはなく納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録では、申立人が勤務していた有限会社Ａは申立人の平

成６年 12 月１日からの標準報酬月額は６年 12月 26 日に一旦は 28万円に

変更されていた。しかし、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所に該当

しなくなった７年８月 31 日より後の同年９月 20 日に６年 12 月から７年

３月までが 15万円に、同年４月から同年８月までが９万 8,000円に遡及
そきゅう

し

て訂正されていることが確認できる。 

また、申立人の父親は申立期間当時、有限会社Ａの代表取締役として経

営の一切を仕切っており、申立人の母親も取締役であったが、申立人は従

業員として働いており、複数の元同僚や同社を担当していた社会保険労務

士は、申立人は会社経営の細部には直接関与していなかったと述べており、

標準報酬月額の減額訂正について関与する立場になかったことが推認で

きる。 

さらに、複数の元同僚が破産管財人など外部の第三者が標準報酬月額の

引下げに関与した事実がなかったとしている。 



これらを総合的に判断すると、当該処理を遡及
そきゅう

して行う合理的理由は無

く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないことか

ら、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険

事務所に当初届け出た 28 万円に訂正することが必要である。 



埼玉厚生年金 事案 2059 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 19 年１月 10 日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったことが認められ、かつ、

申立人の申立てに係る事業所における厚生年金保険被保険者の資格喪失日

は、20 年８月 15 日であったと認められることから、申立人に係る厚生年

金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：      

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 19 年１月から 20 年８月まで 

私は、昭和 17 年４月から 20 年８月まで関東各地から集められた仲間

とともに当時、Ａ地に本社・工場があったＢ株式会社でＣとして働いた。 

同社「Ｄ本社・工場」にいた昭和 17 年６月から 19 年１月までの加入

記録はあるが、同社「Ｅ工場」に異動した 19 年１月から徴用解除になっ

た終戦の日までの後半の記録が無く、何度も社会保険事務所などに出向

いたり、手紙を出して確認を依頼したが不明であった。 

社会保険事務所の話では、給料の明細書や同僚の供述があれば、記録

訂正の可能性はあるということだったが、個人ではどうすることもでき

ず、今日に至っている。終戦まで健康保険で通院していた記憶があり、

申立期間も厚生年金保険に加入していたと考えているので納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＢ株式会社Ｅ工場における複数の同僚の供述から、昭和 19 年１

月から 20 年８月まで同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、社会保険庁の記録では、当該事業所の申立期間における厚生年金

保険の適用事業所としての記録が確認できる。 



さらに、申立人とともにＢ株式会社Ｄ工場から同社Ｅ工場に異動した同

僚の一人は、社会保険庁のオンライン記録により、申立期間において同社

Ｅ工場と思われる記録が確認できる。 

一方、照会したＦ社会保険事務所によれば、当時、当該事業所を管轄し

ていた社会保険事務所は戦時中に激しい爆撃を受けて多くの資料を焼失し

たとしており、申立人の勤務していた事業所に係る資料も焼失した可能性

が大きい。 

以上の事実を前提にすると、申立期間に係る厚生年金保険の記録が無い

ことの原因としては、事業主の届出漏れ、保険者による被保険者名簿への

記入漏れ、被保険者名簿の焼失等の可能性が考えられるが、被保険者名簿

の焼失等から半世紀も経た今日において、保険者も被保険者名簿の完全な

復元をなし得ない状況の下で、申立人及び事業主にその原因がいずれにあ

るかの特定をさせることは不可能を強いるものであり、申立人等にこれに

よる不利益を負担させるのは相当でないというべきである。 

以上を踏まえて本件を見るに、申立人が申立期間中に継続勤務した事実

及び事業主による保険料の控除の事実が推認できること、申立てに係る厚

生年金保険料の記録は、事業主がその届出を行った後に焼失した可能性が

相当高いと認められる一方で、この推認を妨げる特段の事情は見当たらな

いこと等の諸事情を総合して考慮すると、事業主は、申立人が昭和 19 年１

月 10 日に厚生年金保険被保険者の資格を取得した旨の届出を社会保険事

務所（当時は保険出張所）に対して行ったと認めるのが相当であり、かつ、

申立人の申立てに係る事業所における厚生年金保険被保険者の資格喪失日

は 20 年８月 15 日とすることが妥当であると判断する。 

また、申立期間の標準報酬月額は、厚生年金保険法及び船員保険法の一

部を改正する法律（昭和 44 年法律第 78 号）附則第３条の規定に準じ、１

万円とすることが妥当である。 

なお、記録を管理する保険者は、戦災･火災等の大規模な事故により、

被保険者名簿が焼失等したことから、現存する厚生年金保険の記録に相当

の欠落が見られる等、記録の不完全性が明らかな場合においては、以上の

事情を考慮の上、当該記録の欠落の原因が申立人又は事業主にあることが

特定できない案件に関して、実情にあった適切な取扱基準を定め、これに

対処すべきであるが、現時点ではこれが十分になされているとは言えない。 

 

 



埼玉厚生年金 事案 2060                    

 

第１ 委員会の結論 

  申立期間①については、当該期間のうち平成 11 年６月の厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立人の株式会社Ａにおける資格取得日に係る記録を同年６月１日、資格喪

失日に係る記録を同年７月 12 日とし、同年６月の標準報酬月額を 24 万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 11 年６月１日から同年７月末まで 

             ② 平成 12 年６月１日から 13 年３月１日まで 

    社会保険庁の記録によれば、株式会社Ａに平成 11 年６月１日から同年

７月末まで勤務していたのに、厚生年金保険未加入になっている。 

    申立期間①を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    また、Ｂ株式会社（申立期間当時の厚生年金保険適用事業所としての

事業所名は、Ｃ株式会社）に勤務していた期間の標準報酬月額が給与明

細書から確認できる金額と違う。 

    申立期間②の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人から提出のあった平成 11 年６月及び同

年７月の支払明細書から判断すると、申立人が株式会社Ａに勤務してお

り、当該期間に係る厚生年金保険料に相当すると思われる金額を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

しかしながら、平成 11 年７月の支払明細書における基本給を日割り

計算すると資格喪失日は同年７月 12 日と推認されるため、厚生年金保

険法第 19 条第１項によれば「被保険者期間を計算する場合には、月に

よるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した月



の前月までをこれに参入する。」とされているとともに、同法第 81 条

第２項によれば「保険料は、被保険者期間の計算の基礎となる各月につ

き、徴収するものとする。」とされていることから、被保険者資格を喪

失した同年７月の厚生年金保険料が控除されていることをもって、資格

の喪失月に当たる同年７月を申立人の厚生年金保険被保険者期間とす

ることはできず、申立人の同年７月支給の給与から控除された同月分の

厚生年金保険料は、事業主が誤って控除したものと考えられる。 

    また、平成 11 年６月の標準報酬月額については、支払明細書の控除保

険料に応じた 24 万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、申立期間の被保険者縦覧照会回答票の整理

番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所の記

録が失われたことは考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの機

会においても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤ることは

考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係

る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

平成 11 年６月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納入されるべき保険料を

充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申立期間①

のうち同年６月に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 

２ 申立期間②については、当該期間のうち平成 12 年６月及び同年７月

について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料

が無い。 

また、申立人から提出のあった申立期間②のうち平成 12 年８月から

13 年２月までの給与明細書における厚生年金保険料控除額を基に算定

した標準報酬月額は、社会保険庁のオンライン記録における申立人の標

準報酬月額と一致していることから、事業主は当該期間について、申立

人の給与から社会保険庁のオンライン記録どおりの標準報酬月額に見

合った厚生年金保険料を控除していたものと認められる。 

さらに、申立期間②について社会保険庁のオンライン記録によれば、

標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正等の不適正な事務処理は確認できない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立期間②について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 



埼玉厚生年金 事案 2061 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格

喪失日に係る記録を昭和 48 年９月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を４万 8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年２月 26 日から同年９月 21 日まで 

    社会保険庁の記録によれば、株式会社Ａにおける資格喪失日が昭和 48

年２月 26 日となっている。出産のための退職だったが、もっと長く勤務

していたので申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａが当委員会へ提出した申立人の退職届の写し及び文書によれ

ば、申立人は同社に昭和 48 年９月 20 日まで在籍していたと推認できる。 

そして、同社は事務処理誤りにより昭和 48 年２月 26 日に厚生年金保険

の資格を喪失させた可能性が高いこと及び申立人の申立期間に係る厚生

年金保険料については、申立人の給与から控除していたものと推測される

ことから、未払いになっていると推測される保険料の精算手続に応じると

している。 

以上のことから、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の同社における昭和

48年１月の社会保険庁のオンライン記録から４万 8,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、



上記の理由により、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失の

届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 48

年２月から同年８月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納入されるべき保険

料を充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申立期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



埼玉厚生年金 事案 2063 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ局Ｂにおける資格喪失日に係る

記録を昭和 45年 12月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年 11 月１日から同年 12 月１日まで 

    昭和 45 年４月９日にＣに臨時雇用員として就業し、同年５月１日にＤ

に異動となり臨時雇用員でそのまま就業し、同年 12 月１日に準職員とな

って、Ｅに勤務を命じられた。同年 11 月は、Ｄ臨時雇用員として 23 日

間就業しており、同年 12 月１日に準職員発令まで継続して勤務していた。

このことは、Ｆの職務履歴にも記録されており、１か月だけ加入期間が

抜けているのはおかしいので、当該期間を厚生年金保険被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ｇ株式会社Ｈ支社により証明されたＩに係る申立人の職務履歴及びＪ

の回答によると、申立人は、昭和 45 年４月９日にＡ局Ｃに臨時雇用員（Ｋ）

として就業し、その後、同年５月１日にＤに異動し、同じ臨時雇用員（Ｋ）

として同年 12 月１日に準職員となってＥのＬを命ぜられるまで、同所に

おいて業務内容、勤務形態に変更無く継続して勤務していたことが確認で

きることから判断すると、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険庁で管理している

申立人のＡ局Ｂにおける昭和 45年 10月の厚生年金保険被保険者資格喪失

日の前月の記録から２万 6,000 円とすることが妥当である。 



なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、社会保

険庁の記録におけるＡ局Ｂの資格喪失日（離職日の翌日）が雇用保険の記

録における資格喪失日（離職日）と合致しており、公共職業安定所及び社

会保険事務所の双方が誤って同じ資格喪失日と記録したとは考え難いこ

とから、事業主が昭和 45年 11月１日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の厚生年金保険料について納

入の告知を行っておらず（その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



埼玉厚生年金 事案2064 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和52年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年12月29日から52年１月10日まで 

    社会保険庁の記録では、Ａ社での資格喪失日が昭和51年12月29日とな

っているが、実際には52年１月10日まで出勤していた。 

失業保険の受給手続のため職業安定所に行ったとき、職員から、最後

の給与支払明細書控を保存しておくように言われて保存していた昭和

52年１月分の給与支払明細書には、給料から控除された厚生年金保険料

の記録があるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が提出したＡ社に係る昭和52年１月分給与支払明細書

控の賃金計算対象期間が51年12月11日から52年１月10日までであること、

申立人の退職日について複数の同僚が年末であったと記憶していること、

及び雇用保険の被保険者資格記録の離職日が51年12月31日と記録されて

いることから、申立人は同日まで当該事業所において継続して勤務してい

たと確認でき、申立人の厚生年金保険被保険者の資格喪失日は52年１月１

日であったと認められる。 

また、当該給与支払明細書控から、事業主による厚生年金保険料の控除

が確認できるが、当該事業所では厚生年金保険料は翌月の給与から控除さ

れていたと複数の同僚が供述しており、同明細書に記録された厚生年金保



険料は、昭和51年12月の保険料と認められる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は昭和52年

１月１日であったと認められることから、申立人の当該事業所における被

保険者資格喪失日を同日に訂正し、51年12月における申立人の標準報酬月

額を、給与支払明細書控において確認できる保険料控除額に見合う標準報

酬月額の８万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は既に亡くなっており供述を得ることができず、かつ、その遺族も、

履行を確認できる資料を保存していないとしており、このほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

一方、申立期間のうち、昭和52年１月１日から同月10日までの期間につ

いては、複数の同僚の供述から、申立人の勤務実態が認められず、前述し

たとおり、厚生年金保険の被保険者資格を喪失した後の期間と認められる

上、申立人が、同月１日付けで国民年金被保険者となった記録がある。 

なお、仮に当該期間を訂正した場合においても、年金額の算定の基礎と

なる加入月数は変わらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人の申立期間のうち、昭和52年１月１日から同月10日までの期間

において、申立人が厚生年金保険の被保険者であったと認めることはでき

ない。 



埼玉厚生年金 事案 2066 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、株式会社Ａにおける資格取得日に係る

記録を昭和 56 年３月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を同年３月

から同年５月までは 17万円、同年６月は 20万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 30 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年３月 16 日から同年７月 16 日まで 

    昭和 56 年３月 16 日にＢ株式会社を退社後、同日付けで関連会社の株

式会社Ａに入社した。販売店に派遣されたので同じ会社の同僚等はいな

かったが、同年４月から同年７月までの給与明細書があるので、厚生年

金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった給与明細書及び株式会社Ａの厚生年金保険料

は翌月の給与から控除していた旨の回答から、申立人は申立期間において

事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたものと認められ

る。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額は、当該給与明細書において確認で

きる控除保険料額から、昭和 56 年３月から同年５月までは 17 万円、同年

６月は 20 万円とすることが必要である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は申立てどおりの届出を行っておらず、申立期間に係る保険料は納

付していないことを認めており、当該事実は株式会社Ａから提出された厚

生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書により確認で

きることから、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。  



埼玉厚生年金 事案 2067 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月

額を 59 万円に訂正する必要がある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年５月１日から９年 12 月 21 日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ株式

会社で勤務していた期間のうち、平成８年５月から９年 11 月までの標

準報酬月額が、実際の給料（59 万円以上）より低い金額に訂正されて

いることが判明したので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の被保険者資格記録照会回答票（訂正・取消済資格記録）に

おいて、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険の標準報酬月額は、当

初、平成８年５月から９年 11 月まで 59 万円と記録されていた。 

しかし、社会保険庁の記録では、Ａ株式会社について、厚生年金保険の

適用事業所に該当しなくなった平成９年 12 月 21 日以降の同月 26 日に、

申立人を含む３人の標準報酬月額の記録が減額訂正されており、申立人の

場合、標準報酬月額が８年５月から９年 11 月までは 11 万円に訂正されて

いることが確認できる。社会保険事務所において、このような遡及
そきゅう

により

記録を訂正するという処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

一方、申立人は、申立期間当時、同社の商業登記簿謄本から取締役を務

めていたことが確認できるとともに、副社長の肩書きで社会保険事務に携

わっていたことが、複数人の同僚の供述があり、申立人も認めるところで

ある。 

しかしながら、申立人及び事業主は、「全喪の日に事業所は閉鎖し、そ

の日以降、申立人は業務に関わっていない。それ以降は、会社の印は弁護

士（故人）に預け、事業主の指示の下で管理していたので、申立人が遡及
そきゅう



訂正処理に関わることはない。」と供述していることから、申立人が、自

身等の標準報酬月額の訂正には関与していないと考えるのが自然である。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額に

ついて、有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係

る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額

から平成８年５月から９年 11 月までを 59 万円に訂正する必要がある。 

 



埼玉厚生年金 事案 2068                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月

額を 59 万円に訂正する必要がある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年５月１日から９年 12 月 21 日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ株式

会社で勤務していた期間のうち、平成８年５月から９年 11 月までの標

準報酬月額が、実際の給料（59 万円）より低い金額に訂正されている

ことが判明したので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の被保険者資格記録照会回答票（訂正・取消済資格記録）に

おいて、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険の標準報酬月額は、当

初、平成８年５月から９年 11 月まで 59 万円と記録されていた。 

しかし、社会保険庁の記録では、Ａ株式会社について、厚生年金保険の

適用事業所に該当しなくなった平成９年 12 月 21 日以降の同月 26 日に、

申立人を含む３人の標準報酬月額の記録が減額訂正されており、申立人の

場合、標準報酬月額が８年５月から９年 11 月までは 11 万円に訂正されて

いることが確認できる。社会保険事務所において、このような遡及
そきゅう

により

記録を訂正するという処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

また、申立人は、申立期間当時、同社の商業登記簿謄本から取締役を務

めていたことが確認できるが、当時の複数の社員が、「申立人は、営業で

社会保険事務に関与していなかった。」旨それぞれ供述していることや、

当該事業所において申立人の雇用保険の加入記録が認められることから、

申立人が、自身等の標準報酬月額の訂正に関与していたことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 



これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額に

ついて、有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係

る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額

から平成８年５月から９年 11 月までを 59 万円に訂正する必要がある。 

 



埼玉厚生年金 事案 2069 

    

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月

額であったと認められることから、申立人の申立期間の標準報酬月額を 44

万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11 年 12 月１日から 13 年 12 月 31 日まで 

    株式会社Ａで取締役を務めていた期間のうち、申立期間の標準報酬月

額が当時の給料より低い金額に引き下げられている。減額訂正をした覚

えがないので、減額前の標準報酬月額に訂正してほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の被保険者資格記録回答票（訂正・取消済資格記録）におい

ては、申立人の申立期間に係る株式会社Ａにおける厚生年金保険の標準報

酬月額は、当初、平成 11 年 12 月から 13 年 11 月まで 44 万円と記録され

ていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった同年 12

月 31 日より後の 14 年１月 16 日付けで、申立人と事業主の二人の標準報

酬月額がさかのぼって減額訂正されていることが確認でき、申立人の場合

は、申立期間における標準報酬月額を９万 8,000 円に訂正されていること

が確認できるが、社会保険事務所において、このような遡及
そきゅう

により記録を

訂正するという処理を行う合理的な理由は見当らない。 

   また、申立人は、事業主の叔父であり、当該事業所の取締役であったが、

甥である事業主のＢ氏の供述によると、「訂正処理は自分が行ったが訂正

については伝えたはず。」としているところ、申立人は「当時、外勤の営

業をしており、経営不振で、給料も遅配となり、資金繰りに苦労していた

こと、及び社会保険料を滞納しているという話は聞いたことがあるが、訂

正については、聞いていない。」としている。 

   さらに、当時社会保険事務を行っていた事業主の妻及び社会保険関係の



事務の代行をしていた社会保険労務士も、申立人は営業をしていて社会保

険事務に関与はしていなかったとしている。 

このほか、申立人が記録の訂正に関与していたことをうかがわせる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があ

ったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が

当初社会保険事務所に届け出たとおり、平成 11 年 12 月から 13 年 11 月ま

でを 44 万円に訂正することが必要と認められる。 



埼玉厚生年金 事案 2070 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月

額を 30 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 14 年３月１日から同年９月 16 日まで 

    合資会社Ａに勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際に

給与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している

ことが分かった。当該期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほし

い。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、社会保険庁の記録において、

当初、申立人が主張する 30 万円と記録されていたが、合資会社Ａが厚生

年金保険の適用事業所に該当しなくなった平成 14年９月 16日より後の同

年 10 月４日付けで、同年３月１日にさかのぼって 19 万円に訂正されてい

ることが確認できる。 

また、申立人提出の賃金台帳により、申立期間の一部期間について、訂

正前の標準報酬月額から算出される厚生年金保険料が控除されているこ

とが確認できる。 

さらに、申立人は、標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正には関与していないと主張

しているところ、合資会社Ａの登記簿謄本から、申立人が責任社員ではな

かったことが確認できる上、当該訂正処理は、当該事業所がＢ地方裁判所

から破産宣告を受けた平成 14 年９月＊日より後であることから、申立人

が当該訂正処理に関与していたと推認するまでには至らない。 

これらを総合的に判断すると、当該遡及
そきゅう

訂正処理を行う合理的な理由は

無く、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について有効な記録訂正があ



ったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の記録から 30 万円

とする必要がある。 

 



埼玉厚生年金 事案 2071 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月

額を 36 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 14 年３月１日から同年９月 16 日まで 

    合資会社Ａに勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際に

給与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している

ことが分かった。当該期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほし

い。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、社会保険庁の記録において、

当初 36 万円と記録されていたところ、合資会社Ａが厚生年金保険の適用

事業所に該当しなくなった平成 14 年９月 16 日より後の同年 10 月４日付

けで、同年３月１日にさかのぼって 24 万円に訂正されていることが確認

できる。 

また、申立人提出の給与明細書及び賃金台帳により、申立期間の一部期

間について、訂正前の標準報酬月額から算出される厚生年金保険料が控除

されていることが確認できる。 

さらに、申立人は、平成 14 年当時、病気であった合資会社Ａの無限責

任社員に代わって代表を代行していたが、標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正には関

与していないと主張しているところ、同社の登記簿謄本から、申立人が責

任社員ではなかったことが確認でき、同僚からも同社経営のＢであったと

の供述がある上、当該訂正処理は、同社がＣ地方裁判所から破産宣告を受

けた平成 14 年９月＊日より後であることから、申立人が当該訂正処理に

関与していたと推認するまでには至らない。 



これらを総合的に判断すると、当該遡及
そきゅう

訂正処理を行う合理的な理由は

無く、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について有効な記録訂正があ

ったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の記録から 36 万円

とする必要がある。 



埼玉厚生年金 事案 2074 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標

準報酬月額を 53 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年９月１日から４年８月 21 日まで 

    社会保険庁からの連絡により、株式会社Ａにおける平成３年９月１日

から４年８月 21 日までの期間に係る標準報酬月額が、５年５月 13 日に

実際の給料より低い標準報酬月額に訂正されていることが分かったので、

訂正前の標準報酬月額に戻してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の被保険者資格記録照会回答票(訂正・取消済資格記録)にお

いて、申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、

平成３年９月から４年７月までは 53 万円と記録されていたところ、当該事

業所が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった同年８月 21 日より

後の５年５月 13 日において、53 万円から８万円に遡及
そきゅう

して減額訂正され

ていることが確認できるが、社会保険事務所において、このような遡及
そきゅう

に

より記録を訂正するという処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

   また、申立人は株式会社Ａの取締役であったことが、同事業所の商業登

記簿謄本で確認できるものの、申立人は営業担当であり、社会保険事務を

含む経理事務は、グループ会社の役員を兼務する他の取締役が行っていた

と申し立てているほか、複数の同僚も申立人は営業統括者であったと供述

している。 

さらに、同事業所に係る当該減額訂正は平成５年５月 13 日に行われてい

るところ、申立人は次の勤務先(株式会社Ｂ)における雇用保険の被保険者

資格を４年９月８日に、厚生年金保険の被保険者資格を同年 10 月１日に取



得していることから、株式会社Ａにおける減額訂正に係る届出について関

与する立場になかったことが推認できる。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額について有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間

の標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 53 万円とする

ことが必要と認められる。 



埼玉厚生年金 事案 2075 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における厚生

年金保険被保険者資格の取得日を平成元年８月 24 日、資格喪失日を２年

２月 12 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額は、元年８月及び同年９月

を 18 万円、同年 10 月から２年１月までを 17 万円とすることが必要であ

る。 

  なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女                             

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 35 年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 平成元年８月 24 日から２年２月 12 日まで               

    昭和 64 年１月からＢ株式会社に勤務していたが、経営悪化により平成

元年８月にＡ株式会社に経営が引き継がれ、私も継続して勤務した。Ａ

株式会社に勤務した同年８月 24 日から２年２月 12 日まで、給与から厚

生年金保険料が控除されていたので、厚生年金保険に加入しているもの

と思っていたが、社会保険庁の記録では国民年金に加入（保険料は未納）

していたことになっている。厚生年金保険料を控除されていた期間を厚

生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険加入記録により、申立人は平成元年３月１日から同年 10 月６

日まではＢ株式会社で、同年 10 月７日から２年２月５日までＡ株式会社

で勤務していたことが確認できる。 

また、申立人が提出したＡ株式会社の給与明細書によると、平成元年９

月から２年１月まで事業主により給与から厚生年金保険料を控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立期間における標準報酬月額は、給与明細書から平成元年８月

及び同年９月は 18 万円、同年 10 月から２年１月までは 17 万円とするこ

 



とが妥当である。 

一方、社会保険事務所の記録によると、Ａ株式会社は、申立期間におい

て適用事業所としての記録が無いことが確認できる。しかし、Ｃ区に所在

したＡ株式会社は、商業登記簿により法人事業所であることが確認できる

こと、及び申立人に加え複数の元同僚の供述によると、申立期間当時、同

社の従業員は少なくとも十数人以上いたことが推認できることから、当時

の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断

される。 

このため、事業主は、申立人の申立期間において、適用事業所として社

会保険事務所に適用の届出をしなければならないところ、届出を行ってい

なかったと認められることから、申立人の申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

   



埼玉厚生年金 事案 2076 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標

準報酬月額を、平成２年２月から同年６月までは 22 万円、同年７月から同

年９月までは 26 万円、同年 10 月から３年９月までは 28 万円、同年 10 月

から７年９月までは 26 万円、同年 10 月から 11 年３月までは 28 万円とす

ることが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年２月１日から 11 年４月 30 日まで 

    社会保険事務所からの連絡により、有限会社Ａにおける被保険者期間

については、平成 11 年５月において、標準報酬月額が２年２月までさ

かのぼり９万 2,000 円に引き下げられていることがわかった。 

申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、有限会社Ａが厚生年金保険の適用事業所に

該当しなくなった日（平成 11 年４月 30 日）の後の 11 年５月 20 日付けで、

申立人の標準報酬月額が２年２月から同年６月までは 22 万円から９万

2,000 円に、同年７月から同年９月までは 26 万円から９万 2,000 円に、同

年 10 月から３年９月までは 28 万円から９万 2,000 円に、同年 10 月から

７年９月までは 26 万円から９万 2,000 円に、同年 10 月から 11 年３月ま

では 28 万円から９万 2,000 円にそれぞれ遡及
そきゅう

して減額訂正されているこ

とが確認できるが、社会保険庁において、このような遡及
そきゅう

により記録を訂

正するという処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

また、Ａは有限会社であり、商業登記簿に記載された取締役は、事業主

である申立人の父親（平成 19 年７月逝去）のみであり、申立人は、役員

として登記されていないほか、同社が一時期、保険料を滞納していた事実

を把握していたものの、当該標準報酬月額の減額訂正には関わっていなか



ったとしている。 

さらに、申立人は、事業主であるその父親とは別居しており、同一生計

維持関係は無かった。 

これらの事情を総合的に判断すると、標準報酬月額に係る有効な記録訂

正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事

業主が社会保険事務所に当初届け出た、平成２年２月から同年６月までは

22 万円、同年７月から同年９月までは 26 万円、同年 10 月から３年９月ま

では 28 万円、同年 10 月から７年９月までは 26 万円、同年 10 月から 11

年３月までは 28 万円と訂正することが必要と認められる。 

 



埼玉厚生年金 事案 2077 

 

第１ 委員会の結論 

  １ 申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間①

のうち、昭和 63 年４月から同年９月までを 34 万円に、平成元年４月か

ら同年６月までを 38 万円に、２年４月から同年６月までを 41 万円に、

申立期間②のうち、３年 12 月から４年９月までを 44 万円に、５年９月

及び同年 10 月を 47 万円に、同年 11 月を 30 万円に、同年 12 月から６年

10 月までを 44 万円に、同年 11 月から８年９月までを 38 万円に、同年

10 月から 13 年２月までを 36 万円に、申立期間⑤のうち、15 年４月から

16 年１月までを 47 万円にそれぞれ訂正することが必要である。 

  なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立人は、申立期間⑥において標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

人の株式会社Ａにおける申立期間⑥の標準賞与額に係る記録について、

平成 15 年７月 15 日を２万 2,000 円、同年 12 月 15 日を 38 万円とするこ

とが必要である。 

 なお、事業主が、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認めら

れる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62 年 10 月１日から平成２年８月１日まで 

② 平成２年９月 10 日から 13 年３月 21 日まで 

③ 平成 13 年３月 21 日から同年 10 月１日まで 

④ 平成 13 年 10 月１日から 14 年５月 21 日まで 

⑤ 平成 14 年５月 21 日から 16 年２月 21 日まで 

⑥ 平成 15 年７月 15 日及び同年 12 月 15 日 



 申立期間①については、Ｂ株式会社勤務の標準報酬月額が、申立期間

②及び④については、Ｃ株式会社、申立期間③、⑤及び⑥については、

株式会社Ａ勤務の標準報酬月額が手元に残っている給与明細書の保険料

控除額に見合う標準報酬月額と違っている。 

また、賞与からも保険料が控除されているのに記録されていないので、

標準報酬月額及び標準賞与額の記録について訂正してほしい。 

Ｃ株式会社と株式会社Ａは、所在地も役員も同じ同一の会社です。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間における標準報酬月額の相違について申し立てて

いるが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

することとなる。 

 

２ 申立期間①におけるＢ株式会社については、申立人の厚生年金保険被

保険者としての資格取得日及び申立人から提出のあった給与明細書に

より、厚生年金保険料を翌月の給与から控除していたものと認められる。 

これを前提とした上で、当該事業所における標準報酬月額は、給与明

細書及び源泉徴収票において確認できる保険料控除額及び給与支給額

から判断すると、申立期間①のうち、昭和 63 年４月から同年９月まで

を 34 万円に、平成元年４月から同年６月までを 38 万円に、及び２年４

月から同年６月までを 41 万円に、それぞれ訂正することが妥当である。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているものの、給与明細書において確認できる保険料

控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所で記録されている標準

報酬月額が、昭和 62 年 10 月から平成２年７月までの申立期間（後述の

訂正不要とする期間を除く。）の全期間にわたり一致していないことか

ら、事業主は、給与明細書で確認できる報酬月額を届け出ておらず、そ

の結果、社会保険事務所は、当該期間の標準報酬月額に基づく保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

３ 申立期間②におけるＣ株式会社については、申立人の厚生年金保険被

保険者としての資格取得日及び申立人から提出のあった給与明細書に



より、厚生年金保険料を翌月の給与から控除していたものと認められる。 

これを前提とした上で、当該事業所における標準報酬月額は、申立期

間②のうち、平成３年 12 月から４年９月までを 44 万円に、５年９月か

ら同年 10 月までを 47 万円に、同年 11 月を 30 万円に、同年 12 月から

６年 10 月までを 44 万円に、同年 11 月から８年９月までを 38 万円に、

同年 10 月から 13 年２月までを 36 万円に、それぞれ訂正することが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主から供述を得られないが、給与明細書、源泉徴収票において確認

できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所で記録さ

れている標準報酬月額が、平成２年９月から 13 年２月までの申立期間

（後述の訂正不要とする期間を除く。）の全期間にわたり一致していな

いことから、事業主は、給与明細書及び源泉徴収票で確認できる報酬月

額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該期間の標準報

酬月額に基づく保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を除く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

４ 申立期間⑤における株式会社Ａについては、申立人から提出のあった

給与明細書により、厚生年金保険料を翌月の給与から控除していたもの

と認められる。 

これを前提とした上で、当該事業所における標準報酬月額は、給与明

細書、源泉徴収票及び給与振込額において確認できる保険料控除額及び

支給額から判断すると、申立期間⑤のうち、平成 15 年４月から 16 年１

月までを 47 万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主から供述を得られないが、給与明細書において確認できる保険料

控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所で記録されている標準

報酬月額が、平成 14 年５月から 16 年１月までの申立期間（後述の訂正

不要とする期間を除く。）の全期間にわたり一致していないことから、

事業主は、給与明細書で確認できる報酬月額を届け出ておらず、その結

果、社会保険事務所は、当該期間の標準報酬月額に基づく保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 

５ 申立期間⑥における申立人に係る標準賞与額の記録については、賞与

明細書において確認できる厚生年金保険料額から、平成 15 年７月 15



日の記録を２万 2，000 円に、同年 12 月 15 日の記録を 38 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、申立人に係る保険料の納付義務の履行については、事業主から

の供述が得られないため、確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 

６ 申立期間①のうち、昭和 62 年 10 月から 63 年３月までの期間、同年

10 月から平成元年３月までの期間及び同年７月から２年３月までの期

間については、給与明細書及び源泉徴収票において確認できる保険料控

除及び報酬月額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所で記録されて

いる標準報酬月額が一致していること及び同年７月分については、同年

の源泉徴収票により保険料控除が確認できないことから、記録を訂正す

る必要は認められない。 

 

７ 申立期間②のうち、平成２年９月から３年 11 月までの期間及び４年

10 月から５年８月までの期間については、給与明細書及び源泉徴収票

において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事

務所で記録されている標準報酬月額が一致していることから、記録を訂

正する必要は認められない。 

 

８ 申立期間③における株式会社Ａについては、給与明細書及び源泉徴収

票において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険

事務所で記録されている標準報酬月額が一致していることから、記録を

訂正する必要は認められない。 

 

  ９ 申立期間④におけるＣ株式会社については、給与明細書及び源泉徴収

票において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事

務所で記録されている標準報酬月額が一致していることから、記録を訂

正する必要は認められない。 

 

10 申立期間⑤のうち、平成 14 年５月から 15 年３月までについては、給

与明細書及び源泉徴収票において確認できる保険料控除額に見合う標

準報酬月額と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額が一致し

ていることから、記録を訂正する必要は認められない。 



埼玉厚生年金 事案 2083 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標

準報酬月額を 26 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 平成元年 11 月１日から３年６月１日まで 

    社会保険庁からの連絡により、株式会社Ａにおける平成元年 11 月から

３年５月までの期間の標準報酬月額が、３年 11 月７日に 26 万円から６

万 8,000 円又は８万円に引き下げられていることが分かったので、申立

期間の標準報酬月額を訂正前の金額に戻してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所の厚生年金保険被保険者記録では、申立人の申立期間に

係る株式会社Ａにおける厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、平成元年

11 月から３年５月まで 26 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金

保険の適用事業所ではなくなった同年６月 16 日より後の同年 11 月７日付

けで、代表取締役であった申立人の母、取締役であった申立人の弟と夫及

び監査役であった申立人の４人の標準報酬月額がさかのぼって減額訂正さ

れていることが確認でき、申立人の場合は、申立期間における標準報酬月

額を 26 万円から元年 11 月は６万 8,000 円、同年 12 月から３年５月までは

８万円に引き下げられていることが確認できるが、社会保険庁において、

このような遡及
そきゅう

により記録を訂正するという処理を行う合理的な理由は見

当たらない。 

   また、申立人は代表取締役の長女であり、当該事業所の監査役であった

が、申立人の義弟の供述によると「申立人は、事務員として勤務しており、

社内では何の権限もない存在であった。」としているほか、申立人は「監査

役とは名ばかりで代表取締役である母から何の相談も受けたこともなく、



記録訂正も知らなかった。」と供述している。 

   このほか、申立人が遡及
そきゅう

訂正に関与していたことをうかがわせる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があ

ったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が

当初社会保険事務所に届け出たとおり、平成元年 11 月から３年５月までを

26 万円に訂正することが必要と認められる。 



埼玉厚生年金 事案 2084 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標

準報酬月額を 59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 平成９年 11 月１日から 10 年 10 月１日まで 

    私は、株式会社Ａに勤務し、申立期間当時、給料を約 70 万円から 80

万円もらっていた。ところが社会保険事務所の記録によると平成９年 11

月からの標準報酬月額が 59 万円から 36 万円に引き下げられている。納

得できないので標準報酬月額を訂正前の金額に戻してほしい。 

             

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所の厚生年金保険被保険者記録においては、申立人の申立

期間に係る株式会社Ａにおける標準報酬月額は、当初、申立人の申立期間

の標準報酬月額を申立人が主張する平成９年 11 月から 10 年９月までは 59

万円と記録していたところ、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所では

なくなった同年 11 月 30 日より後の 11 年１月７日付けで、９年 11 月にさ

かのぼって 36 万円に引き下げられていることが確認できるが、社会保険事

務所においてこのような遡及
そきゅう

により記録を訂正するという処理を行う合理

的な理由は見当たらない。 

      また、申立人は、当該事業所の派遣社員として申立期間当時、Ｂ県の現

場の管理者として勤務していたとしているほか、「事業所の社会保険事務担

当者はＣ氏である。」と供述しており、当該事業所の取締役であったＣ氏は

「社会保険の担当者であった。標準報酬月額の引き下げについて心当たり

はないが、当時会社は経営状態が悪化して保険料が支払えない状態であっ

た。」と供述していることから、申立人が減額訂正に関与していたことはう

かがえない。 



   このほか、申立人が遡及
そきゅう

訂正に関与していたことをうかがわせる関連資

料及周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、かかる処理を行う合理的な理由は無く、

標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申

立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、

平成９年 11月から 10年９月までは 59万円に訂正することが必要と認めら

れる。 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 2524 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年９月から 50 年 12 月までの期間及び 51 年８月から

53 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 48 年９月から 50 年 12 月まで 

             ② 昭和 51 年８月から 53 年３月まで 

    デパートを退職した昭和 48 年９月ごろＡ郵便局に行き自身で国民年

金の加入手続を行い、その後保険料は、毎月自転車に乗って同郵便局に

行き納付していたＢに就職したとき及び同社を退職したときの厚生年金

保険と国民年金の切替手続も同郵便局で行ったので、申立期間が未納と

なっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、デパートを退職した昭和 48 年９月ごろＡ郵便局に行き自身

で国民年金の加入手続を行い、51 年１月 27 日の資格喪失手続及び同年８

月１日の資格再取得手続についても、同郵便局で行ったとしているが、郵

便局で国民年金の資格得喪手続を行うことはできないことから、申立人の

申述は不自然である上、社会保険庁の記録により 51 年１月から同年７月

までの厚生年金保険被保険者期間は、61 年４月３日に追加されたことが

確認でき、申立内容とは符合しない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 54 年２月６日に払い出さ

れており、手帳記号番号の払出時点からすると申立期間①の全部及び申立

期間②の一部は時効により納付できない期間であり、別の国民年金手帳記

号番号が払い出された形跡もうかがわれない。 

さらに、申立人は、国民年金保険料をさかのぼって納付した記憶は無い

としており、申立人が、申立期間①及び②の保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判



 

  

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2525 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年 11 月から 55 年８月までの国民年金保険料（付加保

険料を含む。）については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年 11 月から 55 年８月まで 

昭和 47 年＊月＊日に 20 歳となり子供が生まれるのを契機に、同年

11 月初め夫と一緒にＡ市役所に行って国民年金の加入手続をした。出

産直前だったため夫が私に代わり書類を書いてくれた。 

一括前納すれば割引制度があるとのことでＢ金庫Ｃ支店において付加

保険料も一緒に前納した。支払ったはずの保険料が未納となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 47 年 11 月ごろＡ市役所で国民年金の加入手続をして、

申立期間の国民年金保険料を付加保険料と共にＢ金庫Ｃ支店で納付したと

主張しているが、申立人の国民年金加入手続は 55 年９月ごろであり、被

保険者資格取得日は同年９月 13 日であることがＡ市の被保険者名簿によ

り確認でき、申立期間は未加入期間であることから、制度上、保険料を納

付できない期間である上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

も見当たらない。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料（付加保険料を含む。）を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、このほ

か申立期間の保険料（付加保険料を含む。）が納付されたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

さらに、社会保険事務所の特殊台帳から国民年金に加入後の昭和 55 年

10 月に付加保険料納付の申出を行っていることが確認でき、申述内容と

異なる上、昭和 48 年度分の保険料を前納したとしているが、国民年金保

険料額の変更に伴う年度途中の差額納付について覚えていないなど、保険

料納付に関する記憶があいまいである。 



 

  

加えて、申立期間が 94 か月と長期間であり、これだけの期間にわたっ

て行政側の記録管理に不備があったと考えるのも不自然である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2526 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年４月から 57 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年４月から 57 年９月まで 

昭和 56 年３月にＡ校を卒業して同年４月ごろにＢ区役所で国民年金

の加入手続をした。57 年 10 月に就職するまでしばらくはアルバイトを

していたが、その時のお金を持って定期的に郵便局に行き保険料を支払

った。 

確かに納めたはずの保険料が未納になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 56 年４月に国民年金に加入し申立期間の国民年金保険

料を郵便局で納付したと主張しているが、国民年金手帳記号番号の払い出

しは 61 年４月であることが確認できることから、申立期間の保険料は時

効により納付できない期間であり、別の手帳記号番号が払い出された形跡

も見当たらない。 

また、申立人は昭和 57 年３月 23 日に国民年金被保険者資格を喪失して

いることから、同年３月から同年９月までの７か月間は未加入期間となり、

制度上保険料は納付できない期間である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、ほかに申立期間の保険料が

納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2527 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年７月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年７月から 51 年３月まで 

20 歳になった昭和 44 年＊月ごろ、父がＡ町役場（現在は、Ｂ市役

所）で国民年金の加入手続をしてくれ、その後は町の集金人に保険料を

納付していた。当時父は体調を崩していたため私がＣの仕事で生計を立

てており、私が親に渡した収入の中から父が両親と私の保険料を納めて

いた。 

両親が自分たちの保険料だけ支払い、私の分は納付しなかったとは考

えられないので、未納となっていることに納得できない。 

 

３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 44 年７月ごろ、その父がＡ町役場で国民年金の加入手続

をし、その後の保険料は町の集金人に納付したとしているが、国民年金手帳

記号番号は 51 年８月に払い出されていることから、申立期間の大半は時効

により保険料を納付できない期間であり、残余の期間は過年度納付によらな

ければ納付できない期間であるが、申立人はその父から過年度納付をしたと

聞いた記憶は無いとしている上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡は見当たらない。 

また、申立人は、国民年金加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、

加入手続や保険料を納付したとするその父は既に他界しており、加入手続及

び保険料納付の状況が不明である。 

さらに、申立人の父が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、ほかに申立期間の保険料が納

付されたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2528 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年１月から７年３月までの国民年金付加保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年１月から７年３月まで 

申立期間当時は大学生で学生免除制度があることを知っていたが、同

居していた親や祖母の勧めもありＡ市役所Ｂ支所で加入手続をして、将

来少しでも多く年金をもらうため付加保険も申し込み、最初の保険料を

付加保険料と合わせてＣ金庫Ｄ支店で支払った。 

その後はＥ農協やＣ金庫Ｄ支店でも納付したが、保険料はアルバイト

で得たお金で工面した。定額保険料は納付してあるが付加保険料につい

ては申し込み記録及び納付記録が確認できないとの回答に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金保険料及び付加保険料をＥ農協やＣ金庫Ｄ支店で納

付したと申述しているが、申立期間当時Ａ市では、一つの納付書で定額保

険料と付加保険料の合計額を納付することとしていたことから、定額保険

料と付加保険料を一緒に納付していながら、定額保険料のみが納付済みと

記録されることは考え難い。 

   また、申立人が付加保険料の納付の申出を行ったことをうかがわせる形

跡が無く、かつ、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無い上、申立期間は 39 か月と長

期間であり、これだけの期間にわたって行政側の記録管理に不備があった

と考えるのも不自然である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金付加保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2531 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年４月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年４月から 52 年３月まで 

    申立期間について、夫は納付済みなのに私は未納となっている。夫婦

二人分を一緒に手続していると考えられ、私だけ未納となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その夫とともに国民年金に加入したとしているが、夫の国民

年金手帳記号番号は昭和 50 年７月ごろに払い出され、申立人の手帳記号

番号は 52 年４月２日に払い出されており、申立内容と異なっている。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点では、申立期

間は過年度及び現年度納付により国民年金保険料を納付することは可能

であったが、申立人は保険料をまとめてさかのぼって納付した記憶は無

いとしている。 

   さらに、申立期間当時、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された

形跡が確認できず、申立人自身も国民年金の加入手続や別の年金手帳の

交付についての記憶が曖昧
あいまい

である。 

   加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2532 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年５月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

  住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 45 年５月から 46 年３月まで 

Ａ地に住んでいた大学２年生の時に、Ｂ県Ｃ市に住む両親から国民

年金に加入したからと連絡があった。 

加入手続及び国民年金保険料の納付については亡き父が行っており、

母は自分たちも国民年金を未納にしたことはなく、子供のわずかな金

額を未納にするわけがないと話している。 

申立期間について国民年金保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 48 年９月に

払い出されていることが確認できること、申立人の所持する領収証書によ

り昭和 48 年度１年分の保険料が 48 年９月 10 日に現年度納付されている

こと、及び 46 年度、47 年度の保険料が 48 年９月 11 日に過年度納付され

ていることから、同時期に加入手続を行い、この時点で時効となっていな

い 46 年度までの保険料を納付したと考えるのが自然である。 

また、申立人はその父が申立期間の国民年金保険料を現年度納付したと

しているが、そのために必要な別の手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人の両親が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、加入手続及び国民年金保

険料の納付を行っていた申立人の父は既に他界していることから、加入手

続及び保険料の納付状況が不明である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2535 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年６月から同年７月までの期間及び同年 11 月から５年

７月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年６月から同年７月まで 

             ② 平成４年 11 月から５年７月まで 

    私は平成４年５月に勤務先の合理化に伴う人員整理で希望退職した。

職業安定所で失業保険の手続をした時に職員に勧められたので、市役

所で国民健康保険、市民税の手続を行うとともに、国民年金にも加入

した。その後の保険料納付は送られてきた納付書により、申立期間①

は私が妻に指示をして納付させ、申立期間②以降は私が納付した。 

私の厚生年金保険と国民年金の切替えに伴い、妻の国民年金の種別

変更の手続も行っており、申立期間が未納となっていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成４年の会社退職と同時に国民年金に加入し、保険料を納

付したとしているが、申立期間は平成９年７月に国民年金の資格取得及び

資格喪失記録が追加されたために生じた未納期間であり、申立期間当時は

未加入期間であることから制度上保険料を納付できない。 

また、申立人の基礎年金番号は厚生年金保険番号が付番されており、申

立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が無いこと、及び申立人

は厚生年金保険の資格喪失に伴い国民年金の資格取得手続を行なったとき

に、Ａ市役所の職員から厚生年金保険の記号番号を持っているので新しい

国民年金手帳記号番号及び年金手帳は発行されないと言われたとしている

ことから、申立人が基礎年金番号導入後の平成９年９月に行った加入手続

と申立期間の手続とを混同している可能性も否定できない。 



 

  

さらに、申立人が国民年金の加入手続を行ったと推認される平成９年９

月の時点では申立期間は時効により保険料を納付できない期間である上、

申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無い。 

加えて、口頭意見陳述により、申立期間の国民年金保険料を納付してい

たことを裏付ける事情を汲み取ろうとしたが、具体的な納付を裏付ける証

言や証拠を得ることができなかった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2540 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年７月から 42 年４月までの期間及び 42 年７月から 45

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年７月から 42 年４月まで 

           ： ② 昭和 42 年７月から 45 年３月まで 

    中学１年生のころから、Ａ区の伯父の家に住民票を移し、住んでいた。

私が 20 歳になると、その伯父が私の国民年金の加入手続と、私が昭和

44 年５月に前妻と結婚するまでの国民年金保険料の納付をしてくれて

いた。結婚後は、しばらくの間保険料を納付していなかったが、子供が

産まれた 45 年＊月ごろに前妻がその父に借金をして、未納となってい

た保険料を納付した。その後はその妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納

付していたので、申立期間①及び②が未納となっていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び申立期間②のうち昭和 42 年７月から 44 年４月までの国

民年金保険料について、申立人は、中学１年生のころからＡ区の申立人の

伯父の家に住民票を移し、20 歳になるとその伯父が申立人の国民年金加

入手続を行い、44 年５月に前妻と結婚するまでの保険料を納付してくれ

ていたとしているが、当時の申立人の住民票の除票は保存期間が満了して

おり、申立人がＡ区に住民票を移していたことの確認が得られない上、申

立人の伯父は既に他界していることから、保険料の納付状況は不明である。  

また、申立期間②のうち昭和 44 年５月から 45 年３月までの国民年金保

険料について、申立人は、その前妻がその父から借金をして保険料を納付

したと主張しているが、申立人の前妻は既に他界していることから保険料

の納付状況が不明である。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 45 年４月ごろに払い出



 

  

されており、払出時点からすると、申立期間①及び申立期間②のうち 42

年 12 月以前は時効により納付できない期間であり、申立人に別の手帳記

号番号が払い出された形跡もうかがわれない上、申立人が申立期間①及び

②の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付したとする周辺

事情も見当たらない。 

加えて、Ｂ市被保険者名簿の国民年金印紙検認票によると、申立人は第

２回特例納付を利用して、昭和 50 年ごろに 45 年 10 月から 46 年 12 月ま

での国民年金保険料を納付していることが確認できるが、その票の申立期

間①及び②に当たる欄には「納入拒否」のゴム印が押されていることが確

認できることから、申立人は、申立期間①及び②が未納であると知りつつ

も、当該保険料について納付しない意思を示していたものと推認される。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 2541 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年 12 月から 52 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 48 年 12 月から 52 年３月まで 

    昭和 48 年 12 月ごろ、Ａ区に転居した際に、以前からの両親の勧めで、

国民年金に加入した。国民年金の加入手続はＡ区役所Ｂ出張所（正式名

称は、Ｃ出張所。）で行い、その後、送付されてきた納付書を持参して

同出張所で国民年金保険料を定期的に納付していた。52 年にＤ市へ転

居した際にも国民年金の住所変更手続を行い、その後も定期的に保険料

を納付してきた。保険料の納付が、納付期限よりも遅れてしまったこと

もあったが、必ず納付してきた。国民年金手帳の資格取得日Ａ区在住時

の 48 年 12 月１日となっており、申立期間Ａ区在住時のものであるため、

Ａ区からＤ市に転居する際に納付記録が消されてしまったとしか思えな

い。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年 12 月ごろ、Ａ区に転居してきた際に、Ａ区役所Ｂ

出張所で国民年金の加入手続を行い、同出張所において国民年金保険料を

定期的に納付していたとするところ、Ｂ出張所は 22 年８月１日に開設さ

れ、同出張所において国民年金の加入手続及び保険料納付が可能であった

ことは確認できるが、Ａ区において申立人に国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡は見当たらない上、年金手帳の資格取得日は、国民年金の強

制被保険者であればさかのぼることが可能であり、48 年 12 月１日の資格

取得の記載をもって保険料を納付したとする事情とまではいえない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年 12 月 21 日にＥ社

会保険事務所からＤ市役所に払い出された番号であることが、社会保険庁

の記録から確認でき、この時点では、申立期間のうち 50 年９月以前の保

険料については時効により納付することはできない。 



 

  

さらに、申立期間当時の国民年金保険料について、申立人の納付金額の

記憶は曖昧
あいまい

であり、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間が 40 か月と

長期間である保険料を納付していたとする周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 2545 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年７月から 59 年６月までの期間、61 年６月、同年８

月及び同年９月の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日  ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： ① 昭和 58 年７月から 59 年６月まで 

             ② 昭和 61 年６月 

             ③ 昭和 61 年８月及び同年９月 

申立期間①、②及び③については、Ａ区からＢ市へ転居する前の平

成３年５月 31 日にＣ社会保険事務所で国民年金手帳を再発行してもら

った際、国民年金保険料の未納分があれば納付したいと申し出て、Ｂ

市内の転居先に納付書を送ってもらい保険料を納付した記憶がある。

未納とされていることに納得がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｃ社会保険事務所で平成３年５月 31 日に国民年金手帳の再

発行を受けた際、国民年金保険料の未納分があれば納付したいと申し出

て、Ｂ市内の転居先に納付書を送ってもらい申立期間①、②及び③の保

険料を一括納付したとしているが、国民年金手帳の再発行を受けた３年

５月 31 日及びＢ市に転居した４年６月の各時点では、申立期間①、②及

び③は、時効により保険料を納付できない期間となっている。 

また、社会保険庁の記録によれば、申立期間①の後の昭和 60 年４月か

ら 61 年３月までの申請免除期間の保険料を平成６年１月 10 日に追納し

ていることから、当該追納と申立期間の納付を混同している可能性があ

る。 

 さらに、申立期間②及び③について、社会保険庁の記録では、申立期

間②の保険料が昭和 63 年９月９日にいったん収納されたが時効にかかっ

ていたため、翌年の 61 年７月分に充当されており、申立期間③の保険料

も 63 年 11 月 16 日にいったん収納されたが時効にかかっていたため、同



 

  

年 12 月 16 日に同期間の保険料１万 4,200 円が還付されていることから、

申立期間②及び③は約２年後の 63 年時においても保険料が未納と認識さ

れていたと認められる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 2546 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年７月から 45 年３月までの期間、46 年 10 月から 49

年３月までの期間及び 49 年４月から 53 年３月までの期間の国民年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年７月から 45 年３月まで 

② 昭和 46 年 10 月から 49 年３月まで 

③ 昭和 49 年４月から 53 年３月まで 

    申立期間①については、私がＡ市役所へ行き、国民年金への加入手続

及び納付を済ませてきた。申立期間②については、妻が納付書で夫婦二

人分を一緒に納付した。申立期間③については、Ｂ市役所から未納の通

知があり、昭和 52 年に妻がＢ市役所まで行き、21 万円前後を納付した。

申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ市役所へ行き、申立人の国民年金

への加入手続を行い、当該期間中に同市役所で国民年金保険料を納付し

たことがあるとしているが、申立人の国民年金手帳には申立期間につい

て印紙検認した記録が認められない。 

また、Ａ市では、申立期間①中の昭和 44 年４月に保険料の徴収方法

を印紙検認方式から納付書方式に変更しているが、申立人は当時の納付

方式についての具体的な記憶が無い。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、その妻が夫婦二人分の国民年金保険

料を納付書により一緒に納付したとしているが、当該期間が納付済みと

なっている妻の国民年金手帳には当時在住していたＣ市への住所変更を

行った記録が認められるものの、申立人の国民年金手帳には、Ｃ市への

住所変更を行った記録がみられない。 



 

  

 

３ 申立期間③について、申立人は、Ｂ市役所から保険料が未納である旨

の通知があり、昭和 52 年にその妻がＢ市役所まで行き、当該期間の保

険料として 21 万円前後の金額を納付したとしているが、申立人の国民

年金手帳には、Ｂ市へ住所変更を行った時期が 53 年３月 15 日となって

おり、52 年当時には同市役所で保険料を納付できない上、納付したと

記憶している 21 万円前後の金額は申立期間③の国民年金保険料額と

乖離
か い り

している。 

 

  ４ また、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）や周辺事情も見当たらない。 

 

５ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2547 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年４月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年４月から 53 年３月まで 

    申立期間については、Ａ市役所から未納の通知があり、昭和 52 年に

私がＡ市役所まで行き、21 万円前後を納付した。申立期間が未納とさ

れていることに納得できない。なお、昭和 50 年４月から 51 年３月まで

については、申請免除の手続をした覚えはない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間について、申立人は、Ａ市役所から保険料が未納である旨の通

知があり、昭和 52 年にＡ市役所まで行き、当該期間の保険料として 21 万

円前後の金額を納付したとしているが、申立人の国民年金手帳には、Ａ市

へ住所変更を行った時期が 53 年３月 15 日となっており、52 年当時には同

市役所で保険料を納付できない上、納付したと記憶している 21 万円前後

の金額は申立期間の国民年金保険料額と乖離
か い り

している。 

 また、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）や周辺事情も見当たらない。 

    これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2548 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 10 年５月から同年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 50 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 10 年５月から同年 10 月まで 

    国民年金保険料については、母親に納付するように言われており、経

済的な支援もしてもらってきた。Ａ区役所で未納期間が１か月あると言

われ、納付しようとしたら時効で納付できないと言われた記憶はあるが、

今回、再度確認したら未納期間が６か月となっており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成 10 年５月にＢ市に住所移転して一人暮らしを始めて以

来、その母親に国民年金保険料をきちんと納付するように言われ、経済的

な支援も受けて納付してきたとしており、Ａ区役所で１か月の未納期間が

あると言われ、納付しようとしたら時効で納付できないと言われた記憶は

あるものの、６か月の未納期間があることは納得できないと主張している

が、申立期間の保険料の納付方法、納付時期、納付金額等に関する記憶が

あいまいであり、申立期間の保険料の納付を裏付ける関連資料（家計簿、

確定申告書等）や周辺事情も見当たらない。 

   また、申立期間のうちの平成 10 年 10 月の保険料については、いったん

納付されたものの、後日、還付処理がなされており、10 年 10 月分及び同

年 11 月分がともに 12 年 12 月７日に納付され、同年 10 月分のみ時効によ

り還付されたものと推認され、同年 10 月の保険料は未納であったと考え

られる。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 2550 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年 10 月から 48 年５月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年 10 月から 48 年５月まで 

    昭和 37 年の年末ごろ、友人の運送会社に転職した際に、Ａ区役所で

国民年金と国民健康保険の加入手続を行った。申立期間の国民年金保険

料は、昭和 46 年 12 月に結婚するまでの期間は自分で納付し、結婚して

からは妻が二人分の保険料を納付した。 

    申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、昭和 37 年末ころ、Ａ区役所で国民年金への加入手続を行い、

その後、Ａ区及びＢ区で申立期間の国民年金保険料を納付したとしている

ところ、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が見当たらず、

申立人の国民年金への加入状況が不明である。 

また、Ｂ区在住期間の昭和 37 年 10 月から 43 年２月ごろの国民年金保

険料の納付について、申立人は、当初、Ｃ金庫（現在のＤ金庫）の預金口

座からの口座振替により納付したとしていたが、同区での保険料の口座振

替による納付は 48 年４月からであり、保険料の納付に関する記憶が曖昧
あいまい

である上、その後Ｂ区在住期間で独身時である 46 年 11 月までについても

印紙検認方式による納付を行ったとしているが、同区では 45 年 10 月から

納付書方式による納付方法に変わっており、当時の状況と符合しない。 

さらに、申立人は、申立期間のうち、結婚後の昭和 46 年 12 月以後の期

間の国民年金保険料については、その妻が、二人分の保険料を一緒に納付

したとしているが、その妻からは申立人の保険料を納付していたことを裏

付ける具体的な証言は得られなかった。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料



 

  

（家計簿、確定申告書等）も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 



 

埼玉厚生年金 事案 2050 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 10月１日から 39年４月 30日まで 

    有限会社Ａには昭和 38年５月８日から 39年４月 30日まで勤務していた。

しかし、社会保険庁の記録では 38年 10月１日から 39年４月 30日までの

厚生年金保険の加入記録が無いので、調査の上、申立期間を被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間も継続して有限会社Ａで働いていたと申し立てている

が、商業登記簿謄本によると、同社は平成８年６月１日に解散しており、元

事業主の長女からは｢同社は平成８年に廃業し、20 年に父が亡くなって従業

員に関する資料は残されていない。当時の事情が分かる人もほとんど亡くな

っている。｣との回答があった上、また、申立人と同時期に勤務していた元同

僚に照会したところ、｢申立人のことは思い出せない。当時同社で働いていた

人は、皆さん亡くなっているので分からない。｣との回答があり、申立人の勤

務の状況を確認することができない。 

さらに、Ｂ社会保険事務所が保管している申立人の健康保険厚生年金保険

被保険者原票（マイクロ画面）では、資格喪失日が昭和 38年 10月１日であ

ることが確認でき、かつ、同原票の記載内容にも不自然な点は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立て

に係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

埼玉厚生年金 事案 2053 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録の訂正については、訂正を認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 14年 11月１日から 15年２月１日まで 

             ② 平成 15年 12月１日から 16年２月 15日まで 

             ③ 平成 16年７月１日から 17年 12月１日まで 

    社会保険庁の記録によると、運転手として勤務していたＡ株式会社（平

成 14年１月 11日入社、16年２月 14日退社）及びＢ株式会社（16年３月

19日入社、18年２月 10日退社）での各勤務期間のすべてにおいて、第 17

級以上の標準報酬月額となっているが、各勤務期間の大半は無給休業であ

ったことから、給与から厚生年金保険料が控除されているのはおかしいの

で、申立期間の標準報酬月額を最低等級に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持するＡ株式会社及びＢ株式会社での給与明細書から、各事業

主は、厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）の定めにより、申立人の給

与から厚生年金保険料を控除していることが確認できる。 

   なお、申立人は、休業期間中は無給であるため、「厚生年金保険料を納付し

なければならないということは、間違いである」としているが、同法は、被

保険者の傷病による休職期間中において、無給であったとしても使用関係が

継続していると認められる場合は、厚生年金保険料の納付が免除される規定

は無く、標準報酬月額の変更届及び算定基礎届による同月額の改定の対象と

もならず、従前の標準報酬で計算した被保険者負担分を被保険者本人から徴

収することとされている。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



 

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立人が主張する標準報酬月額に

訂正することを認めることはできない。 

 



 

埼玉厚生年金 事案 2056 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間   ： 昭和 23年８月から 24年 10月まで 

    社会保険庁の記録では、Ａ市のＢで勤務していた期間の厚生年金保険の

加入記録が無い。申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ局から入手したＤ票によると、申立人が申立に係る事業所において昭和

23年６月４日から 24年 10月 15日まで勤務していたことが認められる。 

   しかしながら、当時、Ｅ施設に勤務する日本人従業員の労務管理について

は、昭和 23年から 24年にかけてＥ施設の所在する都道府県知事が「Ｆ所」

を設立し、国の機関委任事務として事務手続を行ってきているが、社会保険

庁の記録によると、申立人が申立期間に勤務していた当該事業所を管轄する

Ｆ所は、24 年４月１日付けで社会保険制度の適用事業所となっているため、

23 年６月４日から 24 年４月１日までの期間は、当該事業所の従業員として

厚生年金保険に加入することができない期間である。 

また、申立人は、当該事業所が社会保険制度の適用事業所となった昭和

24 年４月１日以降も当該事業所に勤務しているが、その期間は、当該事務

所の厚生年金保険被保険者名簿に申立人の記録は無く、上司及び同僚の名前

を記憶していないことから供述を得ることができないため、保険料控除につ

いて確認することができない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料



 

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。    



 

埼玉厚生年金 事案 2057 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２  申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間  :  ① 昭和39年３月28日から同年９月20日まで 

          （株式会社Ａ） 

         ② 昭和39年９月20日から同年11月６日まで 

          （株式会社ＡのＢ工場） 

         ③ 昭和39年11月24日から43年６月30日まで 

          （Ｃ株式会社） 

社会保険事務所に行ったところ、脱退手当金を受け取ったことになってい

るとの説明を受け驚いた。会社に自分の印鑑を預けており辞める時に返して

もらっていないので、誰かが勝手に当該手当金を請求し、受け取ったに違い

ない。第三者委員会でしっかり調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していた最終事業所の厚生年金保険被保険者名簿の申立人が

記載されているページとその前後に記載されている女性のうち、昭和35年８月

から45年５月までの間に厚生年金保険被保険者資格を喪失した者45名の脱退

手当金の支給記録を調査したところ、28名について脱退手当金の支給記録が確

認できるとともに、同一日に支給決定されている者が見受けられることを踏ま

えると、申立人についても事業所による代理請求がなされた可能性が高いもの

と考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味す

る「脱」の表示が記されているとともに、申立期間に係る脱退手当金の支給額

に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から



 

約２か月後の昭和43年８月13日に支給決定されているなど一連の事務処理に

不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても請求・受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



 

埼玉厚生年金 事案 2062 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 45年 11月１日から 46年７月１日まで 

社会保険事務所で確認したところ、昭和 45年 11月にＡ株式会社Ｂ工場

から同社Ｃ営業部に転勤した際の標準報酬月額がそれまでの８万円から

６万 8,000 円に下がっていた。当時、給与を減額された記憶は無いので、

記録の訂正をしてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は、Ａ株式会社Ｂ工場から同社Ｃ営業部に異動した際の標準報酬月

額が、それまでの８万円から６万 8,000円に下がっているが、給与額が減額

した記憶は無く、給与額に見合った標準報酬月額ではないと申し立てている。 

しかし、申立人は、同社Ｂ工場から同社Ｃ営業部に異動した際に技術職か

ら営業技術職に変わったと供述しており、事業主は、申立期間当時、営業関

係の職種に変わると給与体系が変わるため、一時的に標準報酬月額が低くな

ることがあったと回答している。 

また、申立人と同日付けで同社Ｂ工場から同社Ｃ営業部に異動した元同僚

の標準報酬月額も、申立人と同様、８万円から６万 8,000円に下がっている。 

さらに、Ｃ営業部に勤務した男性 20 人の厚生年金保険被保険者記録を確

認したところ、申立人を含む 10 人が事業所間の異動時に標準報酬月額が下

がったことがあり、そのうち４人がＣ営業部への異動時に標準報酬月額が下

がっていることが確認できる。 

加えて、社会保険庁が保管する当該事業所の厚生年金保険被保険者名簿を



 

確認しても、不自然な記録訂正はうかがえない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除

をうかがわせる関連資料及び周辺事情は無い。  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

埼玉厚生年金 事案 2065 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月１日から同年 10月 31日まで 

    Ａ社Ｂ事務所に勤務した、昭和 44 年１月から同年 10 月末までの厚生年

金保険の加入記録を社会保険事務所に照会したところ、同年１月８日から

同年３月 31 日までの期間しか加入記録が無い旨の回答を受けた。事実を

確認できる書類は無いが、夏場に汗びっしょりになって現場から帰り、シ

ャワーを浴びていた職員の方々の様子を鮮明に覚えており、１月から３月

までの冬場のみの勤務では絶対にないと断言できるので、申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社Ｂ事務所において、パートで、事務補助として勤務してい

たと供述しているが、申立人と同時期にパートで勤務していた同僚の氏名を

記憶していない。 

また、同じ課内で勤務したとされる男性の正社員３人の氏名を供述してい

るものの、当該正社員３人のうち、一人は、社会保険庁のオンライン記録で

あるＡ社Ｂ事務所の職歴審査照会回答票に記録が無く、厚生年金保険の加入

記録は確認できず、他の二人については名字しか記憶していないため、同僚

から申立人の勤務実態を確認することができなかった。 

そこで、社会保険庁の記録から、申立人の申立期間にＡ社Ｂ事務所におい

て、厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる女性社員３人に照会

したところ、当該女性社員全員が申立人の氏名に記憶がないと供述しており、

申立人の勤務期間や事業主による保険料控除等、申立てに係る事実を確認で



 

きる関連資料及び周辺事情は得られなかった。        

さらに、公共職業安定所に照会したところ、申立人の申立期間に係る雇用

保険の加入記録は確認できない。 

一方、申立人は、Ａ社Ｂ事務所に勤務した正社員の妻の紹介で入社したと

しており、申立人の紹介者は、申立人について、申立期間に同社に勤務して

いたと供述しているが、申立人の入社時には既に退社しており、申立人の勤

務実態及び保険料控除について事実を証明できる具体的な供述及び関係資料

は得られなかった。 

また、Ｃ年金基金へ照会したところ、申立人に係る人事記録及び給与関係

書類は確認できず、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の資格取得及び資

格喪失に係る届出及び保険料控除を明らかにできる関係資料も保管していな

い。 

さらに、同基金では、申立人のＤ組合への加入記録は確認できないと回答

しているほか、臨時雇用者等の厚生年金保険への加入手続について、加入の

有無を含め、管轄局、時期及び雇用状況等により異なる旨回答していること

から、当時、Ａ社Ｂ事務所では臨時雇用者等の厚生年金保険への加入につい

て、取扱いに差異があったことがうかがえる。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料

及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

埼玉厚生年金 事案 2072 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月１日から同年 10月１日まで 

    昭和 48年４月１日付けでＡ株式会社に入社した。当時、給与から社会保

険料を控除されていたと記憶しているが、厚生年金保険加入記録では、同

年 10月１日に資格取得となっている。 

納得できないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び同僚の供述により、申立人が申立期間当時、

Ａ株式会社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、社会保険事務所が保管するＡ株式会社に係る事業所別被保

険者名簿によると、同社が厚生年金保険適用事業所となったのは昭和 48 年

10月１日であり、申立人の厚生年金保険資格取得日も同日となっており、社

会保険庁のオンライン記録と一致する。 

   また、Ａ株式会社は既に解散し、当時の事業主も死亡しており、申立人の

厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   さらに、申立人と同じ昭和 48年４月１日に入社したとする複数の同僚は、

同年 10月１日に被保険者資格を取得しており、これらの同僚の中には、入社

時は社会保険が完備しておらず、厚生年金保険の適用事業所になる準備中で

あったと供述している者もいる。 

  加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 



 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

埼玉厚生年金 事案 2073 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年９月１日から 48年７月 26日まで 

Ａ会のＢ所に勤務しており、途中で経営者の変更があったが、その変わ

った時点（昭和 47年９月１日）からの加入記録が無い。私はそのままの条

件で勤務し昭和 48年７月 25日に退職した。申立期間について、厚生年金

保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、勤務していたＡ会のＢ所の経営者は途中で変更したが、雇用形

態や勤務条件に変更なく申立期間も継続して勤務していたと主張している

ところ、Ａ会提出の臨時総会議事録に昭和 47年８月 31日に「Ｂ所」を閉鎖

し、同年９月１日に譲渡した旨の記載があり、同Ｃ所の譲受者の家族及び同

僚の供述からも、申立てのＣ所が同日に譲渡されたことが確認でき、申立人

提出の写真及び同僚の供述から、期間の特定はできないものの、申立人が、

同年９月１日以降もＢ所と同場所にあるＣ所で勤務していたことがうかが

える。 

なお、雇用保険の被保険者記録にも、事業所名は不明であるが、離職日（Ａ

会の勤務期間と重複する事業所は本記録のみ）が昭和 47年８月 31 日との記

載がある。 

一方、Ｄ社会保険事務局では、上記Ｃ所の譲受者の家族及び同僚が供述し

た診療所名に該当する事業所は適用事業所名簿に無いとしており、同Ｃ所の

譲受者の家族も同Ｃ所は個人経営で厚生年金保険の適用事業所ではなかっ

た旨の供述をしており、同僚からも同様の供述が得られた。 



 

また、Ａ会提出の申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格確認通

知書に記載の資格喪失日は昭和 47 年９月１日であり、社会保険事務所が保

管する同会に係る被保険者名簿に記載された資格喪失日と一致する上、同被

保険者名簿には健康保険被保険者証を返納した記録もある。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

埼玉厚生年金 事案 2078 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録につい

ては、訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 平成３年 10月１日から同年 12月 31日まで              

    社会保険庁の記録によると、Ａ株式会社に勤務した期間のうち、平成３

年 10月から同年 12月までの標準報酬月額が、実際の給料と相違している

ことが判明した。毎年９月末日が決算日で 10月及び 11月は決算報告の準

備期間である。決算期間内で役員報酬を変更することはない。３か月のみ

が減額訂正されていることに納得できない。申立期間の標準報酬月額を訂

正前の記録に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の被保険者資格照会記録回答票（訂正・取消済資格記録）にお

いて、申立人のＡ株式会社における申立期間の標準報酬月額は、当該事業

所が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（平成４年９月３日）以

降の４年９月 17日付けで、３年 10月から同年 12月までの申立人の標準報

酬月額が 53 万円から 11 万円に遡及
そきゅう

して減額訂正されていることが確認で

きる。 

しかしながら、申立人は商業登記簿謄本において、Ａ株式会社の代表取締

役であったことが確認できる。 

また、申立人は、標準報酬月額の減額訂正について知らなかった、社会保

険料も平成４年８月分まで完納したので滞納は無かったと主張している一

方、厚生年金保険の標準報酬月額が減額訂正された同年９月に当該事業所

が不渡りを出し、債権者に従業員の給与の確保と公租公課の支払を優先す

ることで同意を得、これらの整理を申立人自ら行ったと供述していること

から、当時、厚生年金保険料の滞納はあったと考えられる。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負って



 

いる代表取締役である申立人が、会社の業務としてなされた当該行為につい

ては責任を負うべきであり、自ら標準報酬月額の減額訂正に関与しながら当

該減額訂正が有効なものではないと主張することは信義則上妥当でなく､申

立期間における、厚生年金保険の標準報酬月額の記録に係る訂正を認めるこ

とはできない。 



 

埼玉厚生年金 事案 2079 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間   ： ① 昭和40年８月１日から43年２月１日まで  

② 昭和50年10月１日から52年10月１日まで 

③ 昭和53年２月１日から同年10月１日まで 

④ 昭和56年７月１日から57年３月１日まで 

    申立期間①及び②はＡ有限会社、申立期間③及び④はＢ社において、厚生

年金保険に加入していたが、これら申立期間について厚生年金加入記録が漏

れている。また申立期間②から④までにおいては、国民年金への加入記録が

あるが、国民年金に加入手続をした覚えはなく、厚生年金保険に加入してい

ると思っていたため、国民年金保険料を納付したことが無い。厚生年金保険

加入記録をきちんと調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①及び②について、申立人はＡ有限会社に勤務していたと主張し

ているが、事業主は、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得

確認通知書、同喪失確認通知書の控えにより、申立人の厚生年金保険被保険

者期間が昭和37年２月１日から40年８月１日までの期間と、55年２月１日か

ら56年７月１日までの期間であり、ほかに被保険者期間はないと供述してお

り、この被保険者期間は社会保険庁の記録と一致していることが確認できる。 

   なお、申立期間①について、Ａ有限会社に厚生年金保険被保険者期間を有

する同僚の供述により申立人が当該事業所に勤務をしていたことがうかがえ

るものの、申立期間②について厚生年金保険被保険者期間を有する同僚の供

述は得られず申立人の勤務はうかがえない。 

また、申立期間①及び②について、申立人が厚生年金保険料を事業主によ



 

り給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   さらに、申立期間①及び②において、雇用保険被保険者記録は無く、また、

当時当該事業所が加入していたＣ保険組合は、保存期間の経過により資料が

無く、申立期間の記録を確認できないとしている。 

 

２ 申立期間③及び④について、複数の同僚の供述により、期間の特定はでき

ないものの、申立人がＢ社(現在は、Ｄ株式会社)に、勤務していたことは推

認できる。 

  しかしながら、複数の同僚の供述によると、入社３か月は見習い期間のよ

うなものがあり、厚生年金保険への加入はできなったとし、その後も３か月

ごとに、本社の関わった評価があり、厚生年金保険への加入は成績次第であ

ったとしている。 

また、事業主は、申立人に係る申立期間③及び④の保険料控除の有無が確

認できる資料及び就業規則等の事実関係の分かる資料は保存年限超過によ

り確認できないとしている。 

さらに、雇用保険被保険者記録も無く、また、Ｅ保険組合(現在は、Ｆ保

険組合)は、申立人の申立期間③及び④に係る加入記録は無いとしている。 

 

３ このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 

４ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者としてすべての申立期間に係る厚生年金保険

料を両事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

埼玉厚生年金 事案 2080 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

                    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 10月１日から 18年９月１日まで 

    株式会社Ａにおいて、平成 15年 10月１日から 20年８月 23日に解雇さ

れるまで継続勤務していた。同社在職中から、事業主に対して社会保険へ

の加入を希望していたが拒否されていた。解雇後に、Ｂ社会保険事務所へ

相談に行き、18年９月１日から 20年８月 24日までの期間について、被保

険者資格の遡及
そきゅう

取得が認められた。勤務期間のうち、資格の取得が認めら

れた期間以外の期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の記録によると、株式会社Ａが厚生年金保険の適用事業所とさ

れたのは平成２年 10月１日であり、適用事業所ではなくなったのは 20年 10

月１日であることから、同社が申立期間において、厚生年金保険の適用事業

所であることが確認できる。 

しかしながら、申立人が提出した給与明細書及び同社の顧問会計事務所が

提出した源泉徴収簿により、同社における申立人の申立期間における継続勤

務が確認できるものの、申立期間について、厚生年金保険料が控除されてい

ないことが確認できる。 

   また、同社は既に解散しており、元事業主及び同社解散時に厚生年金保険

の被保険者であった二人の同僚に問い合わせたが、具体的な供述を得ること

はできなかった。 

   さらに、申立人は被保険者以外の同僚がいたと供述しているものの、その



 

氏名を記憶しておらず、供述を得ることができなかった。 

加えて、社会保険庁の記録により、申立人は、申立期間において国民年金

に加入し、そのすべての期間について保険料を納付していることが確認でき

る。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

埼玉厚生年金 事案 2081 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生  年  月  日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申  立  期  間  ：  昭和 32年４月 10日から 33年４月９日まで 

   中学校卒業（昭和 32年３月 20日）後、すぐにＡ株式会社に入社した。

社会保険庁の記録では厚生年金保険の加入日は昭和 33年４月 10日になっ

ているが、入社した時から厚生年金保険に加入していると思うので、申立

期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は同僚５人の氏名を記憶しており、当該同僚も社会保険庁が保管す

るＡ株式会社の事業所別被保険者名簿で確認できること、及び同僚照会に回

答した７人（申立人と同様、昭和 32 年３月に中学校を卒業してすぐに当該

事業所に入社した同僚４人、及び高校卒業後同年３月又は同年４月に当該事

業所に入社した同僚３人）のうち６人は申立人が当該事業所に勤務していた

ことを記憶していることから、申立人は申立期間において当該事業所に勤務

していたことが推認できる。 

しかしながら、申立人と同時期に当該事業所に入社した上記の同僚７人の

厚生年金保険の被保険者資格取得日は、社会保険庁の記録により、いずれも

昭和 33年４月 10日であることが確認できる。 

また、上記の同僚７人中３人は、当該事業所においては入社後１年間くら

いは厚生年金保険に加入させていなかったと供述している。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料が無い。 

加えて、当該事業所の所在地が不明であり、当時の事業主も既に死亡して

いることから、当時の事情を確認することができなかった。 



 

このほかに、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

埼玉厚生年金 事案 2082 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 14年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年 11月から９年 12月ごろまで 

    Ａ市にある株式会社Ｂ（現在は、Ｃ株式会社）に、57歳のころから正社

員として勤務した。仕事は服地の販売で、１日５時間、週に６日、月に 25

日勤務した。１年間勤務したことははっきり記憶しているので、申立期間

について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  Ｃ株式会社が保管していた同社Ｄ店の手書きの社員名簿には、申立人はパ

ートとして平成８年 11月５日に入社し、９年 12月２日に退社している旨の

記載があり、申立人が同店にパートとして勤務していたことがうかがえる。 

しかし、事業主は、平成８年４月以降の健康保険厚生年金保険被保険者資

格取得確認通知書及び同年 10 月以降の健康保険厚生年金保険被保険者資格

喪失確認通知書を保管しているが、これら確認通知書には、申立人を含め同

時期に入社したパート社員名の記載が無いことから、申立人を含むパート社

員については厚生年金保険の届出は行っていないと回答している。 

また、事業主は、申立人に係る資料は手書きの社員名簿のみで、厚生年金

保険料の控除に関する資料は保管していないとしているが、同名簿により、

申立人と同時期に勤務し、同じくパートとして記載のある複数の従業員は、

勤務当時はいずれも国民年金に加入し、第１号被保険者として国民年金保険

料を納付しているか、又は、第３号被保険者となっていることが社会保険庁

の記録から確認できる。 

さらに、申立人も、申立期間を含む平成５年 11月１日から 11年６月９日

 



 

まで国民年金に加入し、国民年金保険料をすべて納付していることが社会保

険庁の記録から確認できる上、５年 11 月１日から現在に至るまで、Ｅ市の

国民健康保険に加入していることが同市の国民健康保険課の回答書により

確認できる。 

加えて、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い上に、申立

人の意向で同僚照会もできないため、申立期間における厚生年金保険料の控

除について確認することができない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

埼玉厚生年金 事案 2085 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

申立人は、申立期間②について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録

の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年１月１日から同年 11月１日まで 

                         ② 平成８年５月１日から９年 12月 21日まで 

 申立期間①について、Ａ株式会社には、前の会社を辞めた直後の昭和

43 年１月に入社し、営業を担当していたが、事業所がＢからＣに移転す

るまでの期間が欠落しているので調べて訂正してほしい。 

 申立期間②について、Ｄ株式会社の代表取締役として勤務した期間のう

ち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、59 万円から９万 8,000

円に、厚生年金保険の適用事業所ではなくなった平成９年 12月 21日以降

の同年 12月 26日にさかのぼって訂正されている。同社では、自分の標準

報酬月額の変更を届け出た記憶は無い。誰がしたのか、届出書があれば、

筆跡等が分かるので提示してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①については、当時の同僚の供述から、期間の特定はできない

ものの、申立人がＡ株式会社に勤務していたことがうかがえるが、申立期間

①は当該事業所が厚生年金保険の適用事業所になる前の期間であり、当時従

業員数は社長を含め４人であったと供述していることから、強制適用事業所

でなかったと考えられる。 

また、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなって

おり、申立期間①当時の事業主は既に死亡していることから、供述を得る



 

ことができなかった。  

さらに、社会保険事務所の保管する事業所別被保険者名簿により、入社

日が新規適用日(昭和 43 年 11 月１日)の者で住所が判明した二人に照会を

するも、回答が無いため、申立期間①中の申立人の勤務実態及び社会保険

料の控除等について確認することができなかった。 

加えて、当該事業所における申立人に係る雇用保険の加入記録は無い。  

 このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 ２ 申立期間②については、社会保険庁の被保険者記録照会回答票(訂正・取

消済資格記録)において、申立人のＤ株式会社における厚生年金保険の標準

報酬月額は、当初、平成８年５月から９年 12月までは 59万円と記録されて

いたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった同年 12月 21

日以降の同年 12月 26日付けで申立人、申立人の妻及び他の取締役を含む３

人の標準報酬月額が遡及
そきゅう

して減額訂正されていることが確認でき、申立人の

場合、59 万円から９万 8,000 円に遡及
そきゅう

して減額訂正されていることが確認

できる。 

   しかしながら、申立事業所に係る商業登記簿謄本から、申立人が当該事

業所の代表取締役であることが確認できる。 

   また、申立人は「平成９年 12 月 10 日ごろ１回目の不渡りを出したが、

客先から差押状がきていると連絡があり、税金か社会保険料か分からないが、

あわてて支払い、差押解除の手続をとった。その間、社会保険事務所とは面

識も無く話をしたこともない。」と供述している。 

   さらに、申立人は、このような遡及
そきゅう

訂正の手続は行っておらず、承知し

ていないとしているが、申立人は、同社の代表取締役として、上記の自己及

びほかの二人の標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正の届出について、知り得る立場にあ

り、また、知らなかったとは考え難い。 

加えて、社会保険事務所が、事業主であった申立人の同意を得ずに、又

は申立人の一切の関与も無しに、無断で処理を行ったものとは考え難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負っ

ている代表取締役である申立人は、会社の業務としてなされた当該行為に

ついて責任を負うべきであり、自らの標準報酬月額の減額処理に関与しな

がら、当該減額処理を有効なものではないと主張することは信義則上妥当

でなく、申立期間②における厚生年金保険の標準報酬月額の記録に係る訂



 

正を認めることはできない。 



 

埼玉厚生年金 事案 2086 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 平成３年３月１日から 10年 11月 24日まで 

 社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を確認したところ、株式会社

Ａにおいて被保険者であった平成３年３月１日から 10 年 11 月 24 日まで

の期間に係る標準報酬月額が、実際の給料より低い額に訂正されているこ

とが分かったので、訂正前の標準報酬月額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時、株式会社Ａの代表取締役として同社に在籍し、

厚生年金保険の被保険者であったことが、社会保険事務所の厚生年金保険被

保険者記録及び同社の閉鎖登記簿謄本により認められる。 

また、申立人は、申立期間については、賃金台帳から、平成３年３月から

６年 10月まで 53万円、同年 11月から 10年 10月まで 59万円の標準報酬月

額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

さらに、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、同社が厚生年

金保険の適用事業所ではなくなった日の平成 10 年 11 月 24 日付けで、３年

３月から６年 10月までの期間については 53万円から９万 2,000円に、同年

11月から 10年 10月までの期間については 59万円から９万 2,000円にさか

のぼって減額訂正されていることが社会保険庁のオンライン記録により確

認できる。 

しかし、申立人は、「社会保険事務所に対する標準報酬月額の減額手続を

行ったのは当時の経理担当者であり、自分は知らなかった。」と供述してい



 

るが、当時の経理担当者や同社の役員、同僚などに対して「照会はしないで

ほしい。」としているために、申立期間当時の事業所状況等を把握すること

ができなかった。 

一方、申立人は、申立期間当時、会社の経営が苦しく厚生年金保険料を滞

納していたことを認めている上、社会保険料の負担があまりにも重いので、

社会保険事務所に相談したことがあると供述していることから、申立人の標

準報酬月額の減額処理について、代表取締役である申立人が関与していなか

ったとは考え難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負って

いる代表取締役である申立人は、会社の業務としてなされた当該行為につい

ては責任を負うべきであり、自らの標準報酬月額に係る記録訂正に関与しな

がら、当該行為が有効なものではないと主張することは信義則上妥当でなく、

申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額の訂正を認めること

はできない。 



 

埼玉厚生年金 事案 2087 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 平成 11年３月１日から 12年３月 21日まで 

 社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ株式会

社において被保険者であった平成 11 年３月１日から 12 年３月 21 日まで

の期間に係る標準報酬月額が、実際の給料より低い額に訂正されているこ

とが分かったので、訂正前の標準報酬月額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時、Ａ株式会社の代表取締役として同社に在籍し、

厚生年金保険の被保険者であったことが、社会保険事務所の厚生年金保険被

保険者記録及び同社の商業登記簿謄本により認められる。 

また、同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（平成 12 年３

月 21 日）の後の 12 年４月３日付けで、11 年３月から 12 年２月までの 12

か月間の標準報酬月額について、さかのぼって 41 万円から９万 2,000 円に

引き下げられていることが社会保険庁のオンライン記録により確認できる。 

しかし、申立人は、申立期間当時、相当額の厚生年金保険料の滞納があっ

たことを認めている上、社会保険事務所から滞納についての呼出しを受けた

際に、「社会保険事務所の職員から、保険料の滞納分を調整するから書類に

押印するように言われた。」と供述していることから、申立人は、同社の代

表取締役として、申立期間に係る自らの標準報酬月額に係る記録訂正に関与

していたと考えるのが自然である。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負って

いる代表取締役である申立人は、会社の業務としてなされた当該行為につい



 

ては責任を負うべきであり、自らの標準報酬月額に係る記録訂正に関与しな

がら、当該標準報酬月額の減額処理が有効なものではないと主張することは

信義則上妥当でなく、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額

に係る記録の訂正を認めることはできない。 



 

埼玉厚生年金 事案 2088 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日  ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 平成８年１月１日から 12年８月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況を確認したところ、株式会社

Ａに勤務していた平成８年１月１日から 12 年８月１日までの標準報酬月

額が、実際の給与と大きく異なっていた。当時の給与明細書を提出するの

で、調査の上、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

そこで、申立人から提出された平成８年１月分から 12 年７月分までの給

与明細書上の保険料控除額を基に算定した標準報酬月額を確認したところ、

申立人の申立期間に係る社会保険庁のオンライン記録の標準報酬月額と一

致している。このため、事業主は、申立期間の申立人の給与において、社会

保険事務所の記録どおりの標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を控除し

ていたものと認められる。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立期間については、申立人が厚生年金保険被保険者として、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 



 

埼玉厚生年金 事案 2089 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録については、

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年４月１日から５年２月 28日まで 

    社会保険庁の記録では、Ａ株式会社における申立期間の標準報酬月額が

30 万円に引き下げられているが誤りである。申立期間の標準報酬月額は

50万円であると思うので、実際の金額に訂正してほしい。 

    （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁のオンライン記録により、申立人の申立期間に係る標準報酬月

額については、平成４年４月から５年１月までは 30万円と記録されていると

ころ、申立事業所であるＡ株式会社が厚生年金保険の適用事業所に該当しな

くなった日（平成５年２月 28日）以降の同年３月３日付けで、申立期間につ

いて、さかのぼって 30万円に引き下げられていることが確認できる。 

   しかし、申立事業所に係る商業登記簿謄本から、訂正処理が行われた時点

においては、申立人が申立事業所の代表取締役に、その妻も申立人の前任の

代表取締役になっていることが確認できる。 

   また、申立人の妻は、申立当時のＡ株式会社について、「申立期間の経営状

況は順調だったと思う。給料日にはいつもどおりの金額をもらっていた。私

は名前だけの役員であり、当時の会社のことは主人がやっていたので分から

ない。社会保険料の滞納があったのかどうかも分からない。」と供述している

が、厚生年金保険の適用事業所ではなくなった時点の被保険者は申立人のみ

であり、ほかに同社が契約していた社会保険労務士等の存在も無く、申立人



 

が申立ての保険料を納付していたことを示す関係資料も無い上、当該保険料

を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   さらに、申立人の妻は、「厚生年金保険に関する手続はすべて主人が行って

いた。」と供述していることから、申立人は、厚生年金保険について標準報酬

月額の記録の訂正に関与及び同意していたものと考えるのが自然である。 

   これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負って

いる代表取締役である申立人は、会社の業務としてなされた当該行為につい

て責任を負うべきであり、自らの標準報酬月額の減額処理に関与しながら、

当該減額処理を有効なものではないと主張することは信義則上妥当でなく、

申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録に係る訂正を認めるこ

とはできない。 

 



 

埼玉厚生年金 事案 2090 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年１月１日から同年７月 31日まで 

             ② 昭和 36 年 11 月 13 日から 37 年 11 月 26 日まで 

             ③ 昭和 37年 12月１日から 42年３月 13日まで 

             ④ 昭和 42 年３月 13 日から 45 年 11 月 11 日まで 

    社会保険事務所の厚生年金保険の記録では、申立期間の厚生年金保険被

保険者期間が脱退手当金を受給したことになっているが、請求した覚えは

無いし、受け取った記憶も無い。何度も社会保険事務所に電話し、相談に

行って調べたが、これ以上できることがなく、今回の申立てに至ったので、

調査をよろしくお願いします。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の申立人の氏名は、Ａ株式会社

を退職した約１年後の昭和46年10月７日に旧姓から新姓に変更されており、

申立期間の脱退手当金が同年 12月 21日に支給決定されていることを踏まえ

ると、脱退手当金の請求に併せて氏名変更が行われたものと考えるのが自然

である。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


